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Ⅰ 法学研究科実務法曹養成専攻の教育目的と特徴 
 

１.教育の目的と基本方針 

法学研究科実務法曹養成専攻における教育の目的は、専門職大学院設置基準に基づく法

科大学院として、実務法曹を養成することである。 

この目的を追求するために、次の基本方針によって、教育活動を実施する。 

(１) 法曹養成に特化した専門職大学院にふさわしい水準・内容・方法で構成する。 

(２) 理論的教育と実務的教育の架橋が段階的かつ完結的になるように配置・実施する。 

これは、名古屋大学学術憲章にある「自発性を重視する教育実践によって、理論的思考

力と想像力に富んだ勇気ある知識人の育成、人材養成を通した人類の福祉や世界・社会・

地域等の発展への貢献」を実務法曹養成の分野で実現しようとするものである。 

 

 

２.目標と方針  

法学研究科実務法曹養成専攻は、身につけるべき学力、資質・能力として、 (１)豊かな

人間性と感受性に裏打ちされ、幅広い教養と優れた法的専門能力を備えた法曹の養成、(２)

国際的な関心を持った法曹の養成、(３)市民生活に関連する分野について広範な知識を有

し、相互信頼に基づいて法的サービスを提供できるホームドクター的な法曹の養成を目標

に掲げ、これを目指す教育プログラムの実施と教育のグローバル化への対応を第２期の重

点目標にしている。 

全学の中期目標・中期計画にそって、次の方針を立て、目標の達成に努めている。 

 

(１)中期目標・中期計画（K1：教養・学部専門教育を充実させる。 K2：大学院課程の教

育体系を整備し、教育方法を改善する。）に対応した方針や取組 

  成績評価の厳格化のための方策を実施する。 （法学研究科の中期計画 K2） 

 

(２)中期目標・中期計画（K8：学習・進学・就職・心身の健康管理を支援する体制を整備

する。K9：支援を必要とする学生へのサポートを充実させる。）に対応した方針や取組 

  実務法曹養成専攻修了者の就職支援を充実させる。 （法学研究科の中期計画 K7） 

 

(３)中期目標・中期計画（K14：様々な組織と協力し、教育・文化・福祉・安全の向上に貢

献する。）に対応した方針や取組 

地方自治体の設置する委員会の委員としての参加等を通じて地方自治体の行政活動

に積極的に参画する。（法学研究科の中期計画 K11） 

 

(４)中期目標・中期計画（K45：自己点検・評価システムを点検し、必要な改善を行う。）

に対応した方針や取組 

  ・法学研究科全体、実務法曹養成専攻について、それぞれ３年ごとの自己点検・評価

を継続的に実施する。 （法学研究科の中期計画 K17） 

・実務法曹養成専攻ついて、2013 年度に認証機関による認証評価を受審する。 （法

学研究科の中期計画 K18）  

 

(５)中期目標・中期計画（K47：多様なメディアを活用し、教育・研究活動等を迅速に情報

発信する。 K48：自己点検・評価等に関する情報発信を進める。）に対応した方針や取

組 

・法学研究科の広報活動を一層推進する。 （法学研究科の中期計画 K19） 

・法学研究科全体の自己点検・評価等についても、HP 上での公開等により、一層の充
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実を図る。 （法学研究科の中期計画 K20） 

 

(６)中期目標・中期計画（K49：次期キャンパスマスタープランを作成し、施設整備の計画

的更新等により、教育研究環境を整備する。）に対応した方針や取組 

 実務法曹養成専攻専用の教室・図書館の整備に努める。 （法学研究科の中期計画 k21） 

  

  

３.研究科の特徴   

本専攻は、前記の通り、(１)～(３)の資質を有する法曹の養成を目標に掲げ、これらを

実現するための充実した研究を踏まえ、教育を実践している。これらの教育・研究を通じ

て、社会貢献に取り組んでおり、教育においては、以下の特徴や特色を有している。 

①  法律基本科目と実務教育科目の充実と連携： 法律基本科目については、学習対象を反

復しながら次第に知見を高度化できるよう工夫がこらされている。また、実務基礎科目

は、理論教育科目と関連づけながら、無理なく履修ができるようなカリキュラム設計が

なされている。 

②  研究者教員と実務家教員による協同教育体制： 研究者教員と実務家が相互に密接な連

携をとりながら、各科目の特性に応じた方式をもって教育に臨む体制がとられている。 

③  徹底した少人数教育と未修者のケア： 講義形式の授業においても、少人数教育を実施

している。また、弁護士チューター制度やオフィスアワー等を通じて、各人の学習レベ

ルに応じたきめ細かな学修指導ができる体制がとられている。 

④  多彩かつ充実した科目設定： 広い視野を持ち、専門性のある法曹を養成するために、

多様な展開・先端科目と、充実した基礎・隣接科目を提供している。 

⑤  IT 技術を駆使した教育手法の導入： 入学者全員に対する統一的な法情報ガイダンス

を実施した上で、独自に開発した教育ソフトウェア・ツールを利用しつつ、高度な情報

教育を実施している。 

 

 

４.学生受入の状況 

2010 年度より本専攻の入学定員は従前の 80 名より 10 名減の 70 名となった。法科大学

院全体の定員についての見直しの要請をも契機としつつ、よりきめ細かな教育を展開する

ことをめざしての措置である。また、入学者の選抜方法についても、2010 年度入試より従

前の内部振分け方式（入学試験に合格した者のうち希望者につき既修者コース入学生を選

抜する）を改め、コース別に入学試験を実施する（ただし併願は可能とする）外部振分け

方式に改められた。 

 全国的な法科大学院志願者減の影響もあり、2014 年度以降、定員充足率が低下している。

そのため、2016 年度入試（2015 年度実施）より入学定員を 50 名として募集を行っている。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

想定する関係者は、法曹関係者、産業界をはじめとする社会及び在学生であり、その期

待は、幅広い教養と優れた法的専門能力を備えた法曹、国際的な関心を持った法曹、市民

生活および企業法務においてその能力を発揮できる法曹の育成である。 

本専攻は、実務法曹養成に特化した専門職大学院であり、中部日本における基幹大学と

して、市民生活、企業活動、アジア近隣諸国との関係における法的諸問題を解決できる法

曹を養成することが期待されている。とくに、第２期は、グローバル人材育成のため、キ

ャンパス・アセアンプログラムを正規に受講できるようにするなど、国際化に対応できる

法曹養成に対する社会からの新たな期待に応える取組を実施している。  
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点Ⅰ－１ 教育実施体制  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅰ－１－① 教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

【教育プログラムとしての実施体制】  

目標と方針で述べた(１)～(３)の資質を備えた法曹の養成を教育目標とし、その目

標を達成するため、14 名の研究者教員と４名の実務家教員を専任教員として配置して

いる（2015 年５月現在）。 

教育活動を展開する上で必要な運営については、執行部と各種委員会の有機的・機

動的連携体制によってなされるが、とくに教員組織、人事計画については、教員グル

ープの代表者と執行部からなる将来計画検討・人事委員会において方針を決め、専攻

会議で決定している。 

     
資料Ⅰ－１－①－１： 研究科の内部構成（専攻） 教員数一覧［専任、兼担（総合法政専攻、本学他

部局）、客員］ 各年５月現在   

             ［出典：定員現員表より作成］ 

 

 

専任教員 兼担教員 

客員 研究者 実務家 総合法政専攻 本学 

他部局 教授 准教授 教授 准教授 教授 准教授 

2010 年度 16 １ ４ ０ 13 ６ １ ６ 

2011 年度 16 １ ４ ０ 14 ８ １ ６ 

2012 年度 16 １ ４ ０ ８ ７ ２ ６ 

2013 年度 15 １ ４ ０ ９ ７ ２ ６ 

2014 年度 14 １ ４ ０ 14 ４ ２ ６ 

2015 年度 13 １ ４ ０ 13 ３ １ 10 

 

 

 

資料Ⅰ－１－①－２： 専攻別大学院学生定員と現員 （2015 年５月１日現在） 

             ［出典：学生数調］ 

 

専攻 コース 

１年 ２年 ３年 合計 

定員 現員  
留 学 生 数  
（ 内 数 ）  

定員 現員
留 学 生 数
（ 内 数 ）

定員 現員
留 学 生 数  
（ 内 数 ）  

定員  現員
留 学 生 数
（ 内 数 ）

実務法曹
養成専攻 

未 修 者 コ
ー ス  

40 29 ０ 40 31 ０ 40 16 ０ 120 76 ０

既 修 者 コ
ー ス  

30 30 ０ 30 33 ０  60 63 ０

合計 70 59 ０ 70 64 ０ 70 16 ０ 210 139 ０

 

 

 

【組織体制】 

専任教員として４名の実務家教員を配置し、研究者教員との連携を通じて、法科大

学院教育の大きな柱である理論と実務の架橋を実践できる教育組織を構築している。 

また、弁護士や企業の法務担当者等の実務家を客員教員として迎えて、理論と実務

の架橋に努めている。 
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［前掲］資料Ⅰ－１－①－１： 研究科の内部構成： 教員一覧［専任、兼担（総合法政専攻、本学他

部局）、客員］ 各年５月現在 p.４ 

 

 

 

【学内連携】 

 「先端分野総合研究」という科目では、情報科学研究科や環境学研究科の教員が兼

担教員として、専任教員と共同で講義を行っており、法学にとどまらない知識等の提

供をしている。また、国際開発研究科の教員も、「比較法Ⅱ」を担当している。  
 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－１： 研究科の内部構成： 教員一覧［専任、兼担（総合法政専攻、本学他

部局）、客員］ 各年５月現在 p.４ 

 

資料Ⅰ－１－①－３： 他部局教員が担当した科目一覧（先端分野総合研究） 

             ［出典：法科大学院学生便覧］ 

 

年度 テーマ 担当者（部局） 

2010 インターネット世界の法技術 松浦好治、外山勝彦（情報科学研究科） 

2012 環境・災害と国土都市政策 紙野健二（法）、林 良嗣（環境学研究科） 

2013 環境・災害と国土都市政策 紙野健二（法）、林 良嗣（環境学研究科） 

2014 環境・災害と国土都市政策 紙野健二（法）、林 良嗣（環境学研究科） 

 

 

 

【他大学との連携】  

2009 年から、南山大学大学院法務研究科（法科大学院）と連携して授業科目を提供

している。この取り組みにより、学生は、多様な科目について専門性の高い授業を受

けることができ、さらに、他大学の法科大学院の学生と同じ教室で学ぶことにより、

相互に刺激し合い、教育効果を高めることが可能となっている。 

  

資料Ⅰ－１－①－４： 南山大学との連携科目（2010-2015 年度） 

             ［出典：法科大学院学生便覧］ 

 

年度 名古屋大学提供 南山大学提供 

2010 情報と法 地方自治法 

2011 情報と法 地方自治法 

2012 外国人と法 地方自治法 

2013 外国人と法 地方自治法 

2014 知的財産法Ⅱ 地方自治法 

2015 知的財産法Ⅱ、環境法Ⅱ 地方自治法 

 

 

 

【外部組織との連携】 

トヨタ法務会議の支援を受け、「企業法務Ⅰ」「企業法務Ⅱ」を開講してきた。この

科目により、学生は、より実践的に企業法務のあり方を学ぶことが可能となっている。 

また、中京地区の法律事務所や企業からの協力を得て、エクスターンシップ（選択

必修科目）を実施している。 
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資料Ⅰ－１－①－５： シラバス（概要 企業法務Ⅰ）  

［出典：名古屋大学法科大学院 WEB シラバス］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－①－６： エクスターンシップ派遣一覧（2010-2015 年度） 

［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書（2015 年度版）84 頁］ 

 

年度 
派遣学生数 派遣率 

（派遣者数/当該学年在籍者数）総計 法律事務所 企業法務部

2010（H22） 84 76 ８ 0.866 

2011（H23） 62 53 ９ 0.795 

2012（H24） 64 57 ７ 0.842 

2013（H25） 57 51 ６ 0.671 

2014（H26） 38 33 ５ 0.651 

2015（H27） 44 37 ７ 0.689 

 

 

 

【国際性】 

法学研究科が進めてきたアジア展開を活かした「法整備支援論」を正規科目として

開講している。また、2014 年度からは、キャンパス・アセアンプログラムの一環とし

ての海外研修を、正規の科目として受講できることとした。これにより、国際化に対

応した連携体制が構築されている。 

日本法教育研究センターへの短期派遣や、修了生を同センターの特任講師として派

遣した実績もある。 
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資料Ⅰ－１－①－７： 海外研修（キャンパス・アセアン、キャンパス・アジア、日本法教育研究セン

ター） 参加者数（LS 生）一覧  

             ［出典：各プロジェクト事務室作成資料］ 

 

年度 キャンパス・アセアン キャンパス・アジア 日本法教育研究センター 

2010（H22） ―― ―― ３（修了生） 

2011（H23） ―― ―― １（修了生） 

2012（H24） ２ 11 ２（修了生） 

2013（H25） ０ ２ ０ 

2014（H26） １ ４ ２（修了生） 

2015（H27） ０ １ ２（修了生）／２（在学生）

 

 

 

【教育・指導体制】 

各学生につき、専任教員が担任となり、履修指導、奨学金の推薦書の執筆、学習上

の相談等の担当する体制をとっている。また、教育においては、科目の必要に応じて

研究者教員と実務家教員が連携・共同して授業を担当し、法科大学院の教育の柱であ

る理論と実務の架橋を実現できる体制となっている。 

 

資料Ⅰ－１－①－８： 学修に関する注意事項（クラス・指導教員） 

             ［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 24 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学生支援】  

エクスターンシップを実施して、学生に対して法律実務を経験する機会を、また、

中部地区の弁護士を多数、非常勤講師として採用して、学生が実務家と交流する機会

を提供している。 

就職・キャリア支援委員会を設置し、修了生に対して今後のキャリア形成のために

有益な知識を提供する特別講義等を開催している。 

就職相談室を置き、法曹以外の進路を考える学生には、個別就職相談や各種セミナ

ー就職説明会、内定者との懇談会等も実施して学生の就職支援をきめ細かく行ってい

る。 

アカデミック・カウンセラー制度を設けて、学修に関わる改善要求や苦情に対して

対応をしている。また、ハラスメント受付窓口教員を置き、生活面等で悩みがあった

場合は、適時に適切な相談を受けることができるよう配慮している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－６： エクスターンシップ派遣一覧（2010-2015 年度） p.６ 
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資料Ⅰ－１－①－９： キャリア支援講座一覧（2010-2015 年度）  

 ［出典：就職・キャリア支援委員会作成資料］ 

  

年度 タイトル 講師・担当 備考（内容等） 

2010 
特別演習「民事事実認定の基
礎」 

武部知子教授 
民事裁判実務修習への導入 
９月上旬以降、数回 

 検察庁での企画 小栗健一教授 
名古屋高等検察庁における企画（模擬証人
尋問のモニター等） 
７月７日 

 
特別演習「刑事事実認定の基
礎」 

小栗健一教授 
刑事事実認定に関するゼミ 
９月以降、数回 

 
特別演習「保全処分の理論と
実際」 

加藤倫子教授 
保全処分についての基礎的な理論と実務
を学ぶ演習 
90 分×２回 

 
特別講義「民事弁護関係の書
面について」 

竹内裕詞教授 
民事弁護でよく作成する基本的な書面に
ついて講義 

 
特別講義「司法試験合格後の
取組みについて」 

加藤倫子教授・竹
内裕詞教授 

司法修習に向けての心構えなどについて
講義 

 
特別講義「当地の弁護士の取
り組む人権活動」 

竹内裕詞教授 
当地の弁護士の取り組む人権活動につい
て講義 

 演習「ビジネス法務研究」 

ト ヨ タ 法 務 会 議
（ 波 江 野 弘 客 員
教授（トヨタ自動
車法務部・元コマ
ツ法務部長）が中
心） 

大学院の演習科目「紛争予防処理法制研究
Ⅰ（ビジネス法務研究１）」（２単位科目）
の聴講。トヨタ・グループのコンプライア
ンス、予防法務活動、株主総会、内部統制、
債権保全、独占禁止法などに対する取組み
状況を紹介し、企業法務の活動内容を幅広
く理解することを主眼とする 
６～７月の木曜日３・４時限  

 特別演習「国際企業法務」 中東正文教授 
法科大学院科目「国際企業法務」を拡大・
開放する形で開催 
秋季に１回 

 特別講義「決算書の読み方」 
税 理 士  愛 知 淑
徳 大 学 客 員 教 授
牧口 晴一氏 

２日間で、複式簿記が判り、貸借対照表・
損益計算書・キャッシュフロー計算書を判
読できる法曹になるための最低限の基礎
力を養成主要な知的財産法について概観 
８/24 日（火）・25（水）の各３・４限 計
４コマ 

 特別講義「知的財産法の基礎」 鈴木將文教授 
主要な知的財産法について概観 
８月、90 分×４回 

 
特別講義「国際法と入管難民
法」 

小畑 郁教授 

国際法の基礎的立場を踏まえて堅実な法
的議論を展開できる能力を身につけるこ
とを目標とする 
７月下旬、90 分×６回 

 
特別演習「抵触法最新判例研
究」 

横溝大教授 
実務でも国際民事関係を扱いたい者を対
象に、大学院の国際私法研究と合同で行う
５/26 から７/７までの水曜２限 

 
特別セミナー「模擬法律相談
セミナー」 

菅原郁夫教授 

模擬依頼者（SC）のボランティアの方々の
ご協力を得て、「模擬法律相談ゼミナー」
を行う 
７/24（土）、８/28（土） 

 
サマースクール「アジアの法
と社会 2010」 

CALE 

法政国際教育協力研究センター（CALE）が
法務省法務総合研究所と協力して開催す
るサマースクール 
８月 

 
日本法教育研究センターでの
日本法講師体験 

CALE 

法学研究科がウズベキスタン、モンゴル、
ベトナム、カンボジアに設置している日本
法教育研究センターで日本法入門講義を
担当する 
10 月（２週間程度） 

2011 
特別演習「「抵触法最新判例研
究」 

横溝大教授 ６/１、８、15、22、29、７/６ 
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Important Issues in 
International Arbitration 

横溝大教授 

法科大学院の授業では扱うことの出来な
かった国際仲裁について、現在問題となっ
ている重要論点を検討するもの（JDS 留学
生の大学院生と共に、英語で行われた） 
５/31、６/７、14、21、28、７/５、12 

 特別講義「決算書の読み方」 
牧 口 晴 一 （ 税 理
士） 

８/24、25 ４コマ実施 

 
名古屋高等検察庁「検察庁見
学説明会について」 

白井玲子教授 
模擬取り調べ等 
９/21  

 
座談会「公害・薬害訴訟被告
代理人に聞く」 

塚 本 宏 明 （ 弁 護
士） 

８/12 

 「名大LS修了生勉強会」 島崎邦彦教授 
８/30 要件事実復習、 
９/21、28 民事裁判事実認定の基礎の学習

 
特別企画：名古屋地裁長谷川
恭弘裁判官による講演 

島崎邦彦教授 10/１ 

2012 

①韓国の法曹界と法学界の現
状 
②The Legislative Structure 
and How to find the Korean 
Law in Internet 

キャンパス・アジ
ア 

７/６ 
①Do, Doo Hyung (Lee&Ko, Korea) 
日本語 
②Hong, Seung-Jin (Lee&Ko, Korea) 
英語 

 
Law and Literature: Two 
Visual Angles of Wonderful 
Convictions in China 

キャンパス・アジ
ア 

７/13 
Prof. HE Jiahong (Renmin Univ., China)
英語 

 
激動の東アジアに生きる----
『衝撃→適応モデル』の内面
化をめざしつつ---- 

キャンパス・アジ
ア 

９/13 
陳一氏（保益橋顧問股份有限公司取締役社
長、元金沢大学教授） 

 
Special Seminar 
Important Issues in 
International Arbitration 

横溝大教授 
５/29、６/５、12、 19、 26、７/３、10、
17、24 

 
連携企画「アジアのための国
際貢献 in 法分野 2012」 
「キックオフセミナー2012」 

CALE ほか 
 

５/26 

 

Introduction to the 
Japanese Litigation 
including Non-contentious 
Litigation 

本間靖規教授 
６/８-６/９ 
 

 決算書の読み方 牧口晴一税理士 ８/24、28 

 知的財産法の基礎 鈴木將文教授 ８/31 

 

連携企画「アジアのための国
際貢献 in 法分野 2012」 
サマースクール「アジアの法
と社会 2012」 

CALE ほか ８/６-８/８ 

 
名大 LS 修了生勉強会 
（民事裁判実務修習への円滑
な導入を目的とする。） 

島崎邦彦教授 ７/24、８/29、９/19、９/25 

 名古屋行政訴訟研究会 
紙野健二教授 
小島智史弁護士 

７/18 

 
検察庁見学説明会（名古屋地
方検察庁） 
 

白井玲子教授 

９/18 
法科大学院在学生及び修了生を対象 
 (１)検察制度等の説明 
 (２ )法務省刑事局付検事による検事の職
務の説明 
 (３)検察官との座談会 
 (４)模擬取調べ見学等 

 
検察庁見学説明会（名古屋地
方検察庁） 

白井玲子教授 

10/16 
法科大学院修了者のうち司法試験合格者
を対象 
 (１)検察修習の説明 
 (２)検察官との座談会 
 (３)意見交換会等 
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Boilerplate, Brakes and 
Bentou: Thoughts on the 
Practice and Theory of 
International Contracts 

キャンパス・アジ
ア 
横溝大教授 
金 彦 叔 特 任 准 教
授 

10/25  
Andrew J. Sutter 特任教授 
（立教大学法学部） 

 

名古屋大学法学研究科刑事法
講座 
「若き法律家と法律家を目指
す方々へ----忘れられない被
害者たち----」 

藤宗和香教授（立
教 大 学 法 科 大 学
院） 

11/７ 

 
2012 年韓国の大統領選挙と
市民ネットワーク政治の試み 

キャンパス・アジ
ア 
金 彦 叔 特 任 准 教
授 
李正吉特任講師 

11/28 
高選圭教授 
（韓国中央選挙管理委員会選挙研修院） 

 
日本法教育研究センター（ベ
トナム・カンボジア）での日
本法講師体験 

CALE 10 月実施（２週間程度）。２名が参加 

 中国の法律事務所等の見学会 
キャンパス・アジ
ア 

北京 ９/２-６（7 人） 

2013 愛知法曹倫理研究会 森際康友教授  

 
「 ア ジ ア の た め の 国 際 貢 献
in 法分野 2013」サマースクー
ル「アジアの法と社会 2013」 

CALE ほか  

 弁護士と税務 
森田辰彦弁護士 
（高橋祐介教授）

 

 実践破産管財人業務 成瀬伸子教授  

 決算書の読み方 牧口晴一税理士  

 名大ＬＳ修了生勉強会 島崎邦彦教授 
民事裁判実務修習への円滑な導入を目的
とする。 

 実務に役立つ知的財産法入門 鈴木將文教授  

 名古屋行政訴訟研究会 
紙野健二教授 
小島智史弁護士 

 

 
検察庁見学説明会（名古屋地
方検察庁） 
 

白井玲子教授 

法科大学院在学生及び修了生を対象 
 (１)検察制度等の説明 
 (２ )法務省刑事局付検事による検事の職
務の説明 
 (３)検察官との座談会 
 (４)模擬取調べ見学等 

 
法 曹 以 外 の 進 路 ガ イ ダ ン ス 
2013 

就職・キャリア支
援委員会 

在学生 15 名、修了生６名が参加。 
裁判所事務官に就いた第５期修了生、不動
産会社法務担当者に就いた第７期修了生
から、自身の体験を基に、就職活動の進め
方や、現在の職場・仕事について、ガイダ
ンスを行った。就職担当准教授も出席。 

2014 講演会  河村博氏 名古屋大学刑事法講座 10/22 

 
The search for 'Good 
Democracy' in Asia: Concept 
and Evaluation 

キャンパス・アジ
ア 

10/24 

 
「 ア ジ ア の た め の 国 際 貢 献
in 法分野 2014」サマースクー
ル「アジアの法と社会 2014」 

CALE ほか ５/31、 ８/20-22、 11/29 

 愛知法曹倫理研究会 森際康友教授 ６/16、７/28 

 
オンライン調停に関する特別
講義 

横溝大教授 ７/２ 

 名大 LS 修了生勉強会 安田大二郎教授 
７/30、９/９、16、24 
民事裁判実務修習への円滑な導入を目的
とする。 

 弁護士と税務 
森田辰彦弁護士 
高橋祐介教授 

８/12 



名古屋大学法学研究科実務法曹養成専攻 分析項目Ⅰ 

－7-11－ 

 実践破産管財人業務 成瀬伸子教授 ８/17、18、23 

 決算書の読み方 牧口晴一税理士 8/26、29 

 知的財産法の基礎 鈴木將文教授 ９/３、４、8/28 

 名古屋行政訴訟研究会 
紙野健二教授 
馬場 陽弁護士 

９/28、2015/３/28 

 
キ ャ リ ア 形 成 支 援 セ ミ ナ ー
（キャンパス・アジア） 

CALE 11/17 

 
法科大学院地方公務員業務説
明会 

愛 知 県 人 事 委 員
会、名古屋市人事
委員会 

12/10、2015/１/15 

 
日本法教育研究センターでの
日本法講師体験 

CALE 
10 月実施（２週間程度）。ベトナム・カン
ボジアへ各１名を派遣。 

 
法 曹 以 外 の 進 路 ガ イ ダ ン ス 
2014 

就職・キャリア支
援委員会 

９/７修了生２名の体験談（就職活動の進
め方、現在の職場・仕事について等。民間
企業・公務員から１名ずつ）、座談会（民
間企業や官公庁・自治体などで働く修了生
（組織内弁護士含む）の参加と少人数のグ
ループに分かれて、就活や仕事のことにつ
いてざっくばらんな質疑応答）が行われ
た。就職担当准教授も出席。 

2015 
「 ア ジ ア の た め の 国 際 協 力
in 法分野 2015 第 1 弾キック
オフセミナー」 

CALE ほか ５/31、８/19－21、11/28 

 
国際経済法に関する基礎的な
英語文献の講読 

水島朋則教授 ７月 

 決算書の読み方 牧口晴一税理士 ８/26、28 

 名古屋行政訴訟研究会 
紙野健二教授 
馬場陽弁護士 

８/23、2016/３/26 

 弁護士と税務 
森田辰彦弁護士 
高橋祐介教授 

９/１ 

 名大 LS 修了生勉強会 安田大二郎教授 
９/９、15 
民事裁判実務修習への円滑な導入を目的
とする。 

 
法科大学院地方公務員業務説
明会 

愛 知 県 人 事 委 員
会、名古屋市人事
委員会 

12/９、10 

 組織内弁護士によるセミナー 
日 本 組 織 内 弁 護
士協会（JILA）東
海支部 

2016/２/10 

 
日本法教育研究センターでの
日本法講師体験 

CALE 
10 月実施（２週間程度）。ベトナム（ハノ
イ）・モンゴルに各１名派遣。 

                            ※実施予定企画を含む。 

 

資料Ⅰ－１－①－10： 学修に関する注意事項（アカデミック・カウンセラー）  

             ［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 29-30 頁］ 
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観点Ⅰ－１－② 多様な教員の確保の状況とその効果 

【教育目的を実現するための教員構成】 

専任教員として、14 名の研究者教員と４名の実務家教員を配置している。そのうち、

女性教員は３名である。実務家教員は、その全員が５年以上の実務の経験を有し、か

つ高度の実務の能力を有する者であり、教員の２割以上を占めている。 

専任教員の採用、昇任は、名古屋大学選考基準の定めに従って行われる。主要な科

目である法律基本科目、実務基礎科目、総合問題研究について専任教員が配置されて

いる。総合法政専攻に所属する外国人教員も本専攻の講義を担当している。 

学生定員１学年 50 名に対し、18 名の多様な分野の教員が配置されており、少人数

の講義・演習を可能とする体制となっている。 

 

資料Ⅰ－１－②－１： 専任教員の年齢別構成分布（2015 年５月１日現在）  

             ［出典：文系総務課保存資料（人事システムデータ）から作成］ 

 

年度 年齢 
教授 准教授 講師 助教 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

2010 ～29 歳   

 30～39 歳 ３ １ ９[１] ３[１]  

 40～49 歳 11 ２ １[１]  

 50～59 歳 16 ３ ２ １  

 60～63 歳 ３  

  計 33 ６ 12[２] ３[１] １  

2011 ～29 歳  １ 

 30～39 歳  １ 10 ２[１]  

 40～49 歳 14[１] ２ １[１]  

 50～59 歳 12 ４ ２ １  

 60～63 歳 ７  

  計 33[１] ７ 13[１] ２[１] １ １ 

2012 ～29 歳  １ 

 30～39 歳 ２ １ ９ ３[２] １  

 40～49 歳 14 ２ [１]  

 50～59 歳 11 ５ １ １  

 60～63 歳 ６ １  

  計 32 ８ 11[１] ３[２] ２ １ 

2013 ～29 歳  １ 

 30～39 歳 ３ [１] ７ ３[１] １  

 40～49 歳 14 ２ [１]  

 50～59 歳 12 ５ １ １  

 60～63 歳 ３ １  

  計 32 ７[１] ９[１] ３[１] ２ １ 

2014 ～29 歳   

 30～39 歳 ３ １ ５[１] ４  

 40～49 歳 14 ３ １ １  １

 50～59 歳 12 ５ １[１] １  

 60～63 歳 ４[１] １ １  

  計 33[１] 10 ８[２] ４ ２  １

2015 ～29 歳   
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 30～39 歳 １ １ ５ ３  

 40～49 歳 15[１] ４ ２ １  

 50～59 歳 ３ ３ １[１] １  

 60～63 歳 ５[１] ２ １  

  計 30[２] 10 ９[１] ３ ２  

［ ］協力講座教員数（CALE 所属、外数）  
 
 

資料Ⅰ－１－②－２： 女性教員比率（各年度５月１日現在）  

             ［出典：文系総務課保存資料（講座別定員現員表）から作成］ 

 

区分／年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

教授 ６ ６ ８ ８ 10 10 

准教授 ４ ３ ５ ４ ４ ２ 

講師 １ ２ ２ ２ ２ ２ 

助教 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総計 11 11 15 14 16 14 

教員数総数（助手を除く） 54 55 53 50 53 52 

教 員 総 数 に 占 め る 女 性 教
員の割合（％） 

20.4% 20.0% 28.3% 28.0% 30.2% 26.9% 

 

 

資料Ⅰ－１－②－３： 外国人教員比率（各年度５月１日現在） 

             ［出典：文系総務課保存資料（講座別定員現員表）から作成］ 

 

区分／年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

教授 ０ ０ ０ １ １ １ 

准教授 ３ ３ ３ ２ ２ ２ 

講師 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

助教 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総計 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

教員数総数（助手を除く） 54 55 53 50 53 52 

教 員 総 数 に 占 め る 外 国 人
教員の割合（％） 

5.6% 5.5% 5.7% 6.0% 5.7% 5.8% 

 

 

 

観点Ⅰ－１－③ 入学者選抜方法の工夫とその効果 

【入学者確保】  

アドミッション・ポリシーに従って入学者を確保するため、同ポリシーを募集要項

や HP に明記し、次項に示した方法で入学者を選抜している。近時は、全国的に法科大

学院の入学希望者が減少しているため、本専攻の定員充足率も低下しているが、2014

年度までは９割程度を確保している。2015 年度の入試結果を踏まえて、定員を 50 名

に削減し、入学者数と学生の質の確保を図っている。 
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資料Ⅰ－１－③－１： アドミッション・ポリシー 

［出典：名古屋大学法科大学院ウェブサイト 

http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/examination/index.html］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－③－２： 入学試験実施状況［定員、応募者数、入学者数］（2010-2015 年度） 

             ［出典：名古屋大学法科大学院ウェブサイト 入試情報（http://www.la

w.nagoya-u.ac.jp/ls/examination/result_2015.html）より抜粋］ 

 

入試年度 
入学定員 
（ａ） 

出願者数
（ｂ） 

合格者数
（ｃ） 

入学者数
（d） 

合格率 
（ｃ／b） 

定員充足率
（d／a） 

2010 
未修 40 341 56 39 16.4 97.5 

既修 30 185 33 26 17.8 86.7 

2011 
未修 40 251 55 44 21.9 110.0 

既修 30 164 44 40 26.8 133.3 

2012 
未修 40 204 45 38 22.1 95.0 

既修 30 162 38 32 23.5 106.7 

2013 
未修 40 109 37 26 33.9 65.0 

既修 30 105 43 38 41.0 126.7 

2014 
未修 40 100 35 27 35.0 67.5 

既修 30 108 42 34 38.9 113.3 

2015 
未修 40 82 32 19 39.0 47.5 

既修 30 60 24 22 40.0 73.3 

 

 

 

【入学者選抜】  

本専攻では、第 1 次選抜試験（書類審査）、第２次選抜試験（未修者コースは小論

文試験、既修者コースは法律科目試験）の２段階の試験を課して、受験者の多様な能

力を総合的に評価している。詳細は次の通りである。 
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資料Ⅰ－１－③－３： 選抜方法 

             ［出典：平成 28 年度名古屋大学法科大学院募集要項］ 
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【多様な学生の入学】  

前述した選抜方法によって、多様な学生を確保し、多様な社会からのニーズに対応

している。また、書類審査結果を最終の合否判定に加味することにより、合格者の３

割程度が社会人あるいは法学部（法学系学科等を含む）以外の学部出身者となるよう

努めている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－③－３： 選抜方法 P.15 

 

資料Ⅰ－１－③－４： 入学者内訳一覧（男女、社会人、非法学部 等） 

［出典：  名古屋大学法科大学院ウェブサイト  入試情報

（ http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/examination/result_

2015.html）より抜粋］ 

 

年度 コース 入学者数 男性 女性 社会人 
非法学部

出身 

社会人  
又は 

非法学部出身 
平均年齢

2010 
未修 39 20 19 12 10 14 26.4 

既修 26 16 10 ６ ２ ８ 25.8 

2011 
未修 44 27 17 ８ ９ 14 24.6 

既修 40 33 ７ ５ ２ ６ 25.0 

2012 
未修 38 24 14 ５ ５ ８ 24.2 

既修 30 25 ５ ７ ３ ８ 24.9 

2013 
未修 25 13 12 ６ ７ 10 25.1 

既修 38 27 11 ６ ４ ８ 24.6 

2014 
未修 27 18 ９ ６ ４ ８ 24.6 

既修 34 29 ５ ８ ５ ８ 25.9 

2015 
未修 19 13 ６ ２ ２ ３ 23.6 

既修 22 13 ９ ５ ３ ６ 25.0 

 

 

 

 

観点Ⅰ－１－④ 教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効 

果 

【FD】  

教育の内容・方法の改善・充実を組織的に図るため、自己評価委員会、教育改善委

員会を組織している。全教員及び全学生の参加する教育改善研究集会を年１回開催し、

授業アンケート結果の開示や学生との懇談等を通じて、教育の改善に取り組んでいる。

教育改善委員会は、以上の諸活動等を取りまとめ、年度末毎に「教育の現況・改善報

告書」を作成している。 

本専攻所属の教員（実務家教員を含む）も法学研究科の FD 活動に参加している。

また、サバティカルを取得して研究に専念することもできる。 
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資料Ⅰ－１－④－１： 教育改善研究集会（開催通知 2015 年度） 

 ［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書（2015 年度版）280 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－④－２： 教育の現況・改善報告書（表紙 2015 年度版） 

             ［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書］ 
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資料Ⅰ－１－④－３： ファカルティ・ディベロップメントの取組 

             ［出典：文系総務課保存資料（教授会議題メモ）を基に作成］ 

 

年度 開催日 時間 内  容 

2010  

４月 21 日（水） 13:00-14:00
留学生教育について 
  奥田沙織 講師（留学生担当） 

５月 19 日（水） 13:00-14:00
就職について 
  中野富夫 准教授（就職担当） 

10 月 13 日（水） 13:00-13:15
情報セキュリティ自己点検実施について 
  富崎おり江 特任講師（情報担当） 

１月 19 日（水） 13:00-13:15
シラバスシステム入力 FD 
  富崎おり江 特任講師（情報担当） 

３月９日（水） 13:00-14:00
大学院改革について 
  菅原郁夫 教授 

（大学院学務委員、第 2 次拡大学務 WG） 

2011 

６月 22 日（水） 14:00-15:00

日本法教育研究センターからの留学生受入れをめぐる現
状と問題点について 
  金村久美 特任講師 

（日本法教育研究センター） 

９月 14 日（水） 13:00-14:00

学生のメンタルヘルスについて －精神医学的観点から
みた問題の現況と対策の模索－特に法科大学院生に向け
て 

津田 均 准教授（名古屋大学学生談総合センター
メンタルヘルス部門） 

12 月 14 日（水） 13:00-14:00

キャンパス・アジア、博士課程教育リーディングプログ
ラムについて 

市橋克哉 教授（キャンパス・アジア） 
松浦好治 教授（博士課程教育リーディング 

プログラム 

１月 18 日（水） 13:00-13:15
シラバスシステム入力 FD 

富崎おり江 特任講師（情報担当） 

2012 

５月 16 日（水） 13:00-13:40
外国人留学生に対する研究指導について 

宇田川 幸則教授（国際法政コース専門委員会） 
Carol Lawson 教授（アカデミックライティング担当）

７月 11 日（水） 13:45-14:15
プロジェクト関係 ［国際関係プロジェクトの広報・情
報共有体制について］ 

大屋雄裕 准教授 

９月 12 日（水） 13:30-14:00
変化を見逃さない学生対応とサポートの在り方 
  坂野尚美 特任准教授（留学生センターアドバイジ
ング・カウンセリング部門）   

11 月 14 日（水） 13:00-13:30
Academic Writing について 
松浦好治 教授(Academic Writing チーム) 

11 月 14 日（水） 13:30-14:00
広報体制の再編について 

宮木康博 准教授（広報委員長） 

1 月 16 日（水） 13:00-13:15
シラバスシステム入力 FD 
  富崎おり江 特任講師（情報化対策委員会）  

３月６日（水） 13:00-14:00
学部教育改善・大学院改革について 
  本 秀紀 教授（総合法政専攻長） 

2013 

６月 19 日（水） 13:40-14:10

アカデミック・ライティングの新しいサービス体制につ
いて 
  松浦好治 特任教授（博士課程教育 

リーディングプログラム） 

７月 10 日（水） 13:00-13:30
受入学生の教育について 

キャンパス・アジア 
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11 月 13 日（水） 13:20-14:00
アカデミック・ライティング 

松浦好治 特任教授（博士課程教育 
リーディングプログラム） 

１月 15 日（水） 13:00-13:30
シラバスの入力について 

富崎おり江 特任講師（情報担当） 

２月 12 日（水） 13:10-14:00
成績不振学生への対応について 

名古屋大学学生相談総合センター  

2014 

５月 14 日（水） 13:50-14:10
海外拠点の活動状況について 

小畑 郁 教授（CALE センター長） 

11 月 19 日（水） 13:00-13:40
論文剽窃チェックツールの使い方 
  藤本 亮 教授 

Frank Bennett 准教授 

11 月 19 日（水） 13:40-14:00
リーディング大学院について 
  松浦好治 特任教授 

１月 14 日（水） 13:25-14:00
シラバスシステム入力 FD 
  富崎おり江 講師（情報担当） 

2015 

６月 17 日（水） 13:00-13:20
シラバスシステムの移行について 

富崎おり江 講師（情報担当） 

６月 17 日（水） 13:20-13:35
日本法教育研究センターにおける教育活動 
  大河内美紀 教授（海外拠点運営委員会） 

７月 29 日（水） 13:30-14:00
大学改革の中での科研費獲得の意義 
  藤巻 朗 副理事／工学研究科教授 

９月９日（水） 13:00-13:20
大学紹介ビデオの公開について 
  宮木康博 准教授（学部広報委員会） 

12 月９日（水） 13:00-13:20
「障害者差別解消法」について 

佐藤剛介 障害学生支援室（学生相談総合センター）
特任講師 

12 月９日（水） 13:20-14:00
シラバスシステムの改定について 
  富崎おり江 講師（情報担当） 

 

 

資料Ⅰ－１－④－４： サバティカル取得者一覧  

［出典：教授会資料］  

※実務法曹養成専攻教員は下線で表記 

年度 教員Ｇ 職名 氏名 取得期間 

2011 民事法・刑事法 教授 中舍寛樹 通年 2011.04.01-2012.03.31 

公法・政治 教授 定形 衛 前期 2011.04.01-2011.09.30 

公法・政治 准教授 稲葉一将 前期 2011.04.01-2011.09.30 

基礎法・社会法等 教授 石井三記 前期 2011.04.01-2011.09.30 

基礎法・社会法等 教授 鈴木將文 後期 2011.10.01-2012.03.31 

2012 民事法・刑事法 教授 千葉恵美子 通年 2012.04.01-2013.03.31 

民事法・刑事法 教授 酒井 一 通年 2012.04.01-2013.03.31 

民事法・刑事法 教授 橋田 久 通年 2012.04.01-2013.03.31 

公法・政治 教授 紙野健二 通年 2012.04.01-2013.03.31 

公法・政治 教授 増田知子 前期 2012.04.01-2012.09.30 

2013 民事法・刑事法 教授 渡部美由紀 通年 2013.04.01-2014.03.31 

公法・政治 教授 小畑 郁 前期 2013.04.01-2013.09.30 

公法・政治 教授 水島朋則 後期 2013.10.01-2014.03.31 



名古屋大学法学研究科実務法曹養成専攻 分析項目Ⅰ 

－7-20－ 

2014 民事法・刑事法 教授 丸山絵美子 後期 2014.10.01-2015.03.31 

公法・政治 教授 定形 衛 後期 2014.10.01-2015.03.31 

公法・政治 教授 愛敬浩二 後期 2014.10.01-2015.03.31 

基礎法・社会法等 教授 林 秀弥 通年 2014.04.01-2015.03.31 

2015 民事法・刑事法 教授 中東正文 通年 2015.04.01-2016.03.31 

民事法・刑事法 准教授 小島 淳 通年 2015.04.01-2016.03.31 

公法・政治 教授 後 房雄 後期 2015.10.01-2016.03.31 

公法・政治 教授 高橋祐介 通年 2015.04.01-2016.03.31 

基礎法・社会法等 教授 横溝 大 前期 2015.04.01-2015.09.30 

 

 

 

【教員評価】 

法学研究科では、全体として、「名古屋大学大学院法学研究科における教員個人評

価実施要項」等に基づき、教員の個人評価を実施している。 

 

 

資料Ⅰ－１－④－５： 名古屋大学大学院法学研究科における教員個人評価実施要項 

             ［出典：名古屋大学大学院法学研究科における教員個人評価実施要項］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－④－３： ファカルティ・ディベロップメントの取組 P.18 
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【職員体制】 

IT 担当、就職担当等の専門スタッフを置き、学生・教員のニーズ等に応えている。

また、教材準備室を置いて教員の講義準備を支援している。 

教育活動を支援するため、若手弁護士がチューターとして配置されいる。 

 

資料Ⅰ－１－④－６： 専門スタッフ一覧 

［出典：文系総務課保存資料から作成］ 

 

分野 職名 人数

IT 担当 講師 １ 

就職担当 准教授 １ 

 事務補佐員（別職務と兼務） ２ 

教材作成支援 事務補佐員 １ 

 

 

資料Ⅰ－１－④－７： 弁護士チューター一覧 （2010-2015 年度） 

             ［出典：教授会資料より抜粋］ 

 

 憲法基礎 商法基礎 民法基礎 刑法基礎 行政法基礎 

2010 年度 野田葉子 安藤芳朗 樅木良一 盛田裕文 金岡繁裕 

2011 年度 野田葉子 川口直也 樅木良一 盛田裕文 
安藤達也 
加藤睦雄 

2012 年度 仲松大樹 川口直也 樅木良一 盛田裕文 
安藤達也 
加藤睦雄 

2013 年度 仲松大樹 川口直也 樅木良一 盛田裕文 
安藤達也 
加藤睦雄 

2014 年度 仲松大樹 川口直也 樅木良一 盛田裕文 安積孝師 

2015 年度 仲松大樹 川口直也 樅木良一 盛田裕文 安積孝師 

 

 
民法演習 

ⅠⅡ 
刑法演習 

ⅠⅡ 
商法演習 

ⅠⅡ 
総合問題研究

（公法） 
総合問題研究 
（民事法） 

総合問題研究 
（刑事法） 

2010 年度 

林 良周 
森本真仁 
豊田香織 

鴨下紗登子 
稲垣 遼 
恒川直久 

盛田裕文   

伊藤歌奈子 
重長孝志 

日比野穂高 
上松健太郎 

藤田靖人 
長坂早余子 
鴨下沙登子 
鈴木哲郎 
鳥居佑樹 

2011 年度 

中根雄志 
森本真仁 
伊東正晴 
豊田香織 
脇田あや 
西脇正訓 

盛田裕文 西脇正訓 
山本晋也 
吉浦勝正 

伊藤歌奈子 
林 良周 

上松健太郎 
日比野穂高 

藤田靖人 
長坂早余子 
鴨下沙登子 
鈴木哲郎 
鳥居佑樹 

2012 年度 

中根雄志 
森本真仁 
伊東正晴 
寺島隆宏 
脇田あや 
有田弘信 

盛田裕文 西脇正訓 
馬場 陽 
山本晋也 
吉浦勝正 

恒川直久 
林 良周 

上松健太郎 
日比野穂高 

大瀧 保 
鈴木哲郎 
藤田靖人 

長坂早余子 
鳥居佑樹 

鴨下沙登子 

2013 年度 

中根雄志 
上杉謙二郎 
伊東正晴 
寺島隆宏 
西脇健人 
有田弘信 

盛田裕文 山口裕充 
馬場 陽 

山本 晋也
吉浦 勝正

恒川直久 
稲垣 遼 

上松健太郎 
日比野穂高 

大瀧 保 
鈴木哲郎 
藤田靖人 
後藤 淳 
鳥居佑樹 

鴨下沙登子 
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2014 年度 

上杉謙二郎 
寺島隆宏 
西脇健人 
有田弘信 

玉垣正一郎 
渡邊海太 

小島寛司 山口裕充 
堀江哲史 
小林哲也 
吉浦勝正 

恒川直久 
稲垣 遼 

上松健太郎 
日比野穂高 

大瀧 保 
井上健人 
小森大輔 
後藤 淳 
鳥居佑樹 

鴨下沙登子 

2015 年度 

 
上杉謙二郎 
横地明美 
渡邊海太 
青木有加 
服部真也 

 

小島寛司  

藤川誠二 
見田村勇磨
小島寛司 
新海聡 

伊東正晴 
寺島隆宏 
稲垣遼 

日比野穂高 

大瀧 保 
井上健人 
小森大輔 
後藤 淳 
青山玲弓 
小島寛司 

 

 

 

 

観点Ⅰ－１－⑤ 教育プログラムの質保証・質向上のための工夫とその効果 

【教学マネジメント体制】  

学期毎に各科目について学生による授業評価アンケートを実施している。教員はア

ンケートの結果をふまえて、授業実施報告書「学生へのメッセージ」を作成する。同

文書は教授会で配布されるほか、学生の閲覧に供されている。毎年度末に各学年・各

クラス別の懇談会を開催し、教員と学生との意見交換を行っており、その結果は教授

会で報告される。 

 

資料Ⅰ－１－⑤－１： 授業アンケートの実施状況（実施科目数・回答数・回答率）   

     ［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書 2010～2015 年度版］ 

  

年度 期 
実施 

科目数 
回答数 
(延べ) 

回答率

2010 
前期 53 1,489 0.859 

後期 51 1,245 0.788 

2011 
前期 47 1,465 0.847 

後期 44 1,263 0.849 

2012 
前期 50 1,364 0.912 

後期 43 1,165 0.889 

2013 
前期 46 1,258 0.929 

後期 45 1,168 0.865 

2014 
前期 47 1,184 0.889 

後期 43 945 0.836 

2015 
前期 46 938 0.881 

後期 39 758 0.819 
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資料Ⅰ－１－⑤－２： 授業評価アンケート実施要領 

［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書（2015 年度版）118 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－⑤－３： 学生へのメッセージ（依頼文書） 

      ［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書（2015 年度版）157 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



名古屋大学法学研究科実務法曹養成専攻 分析項目Ⅰ 

－7-24－ 

資料Ⅰ－１－⑤－４： クラス懇談会（開催通知 2014 年度） 

      ［出典：文系教務課保管資料］       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－⑤－５： 学務関係委員会（教務委員会、学生生活委員会等）の構成と委員数、開催数 

［出典：委員会資料等］ 

 

委員会名 構成 
人数 

（教員）

開催数 

2010 2011 2012 2013 2014 2015

大学院（実務法曹養
成）学務委員会 

法科大学院長、教員、文
系教務課職員 

５ 16 ９ 12 12 12 12 

    

LS 学生生活委員会 LS 教員 ４ ６ ２ ３ ３ ３ ４ 

 

 

 

【外部評価・第三者評価】  

５年に１回の認証評価を義務づけられており、2013 年度に第２回目の認証評価を受

け、大学評価・学位授与機構が定める法科大学院任所評価基準に適合しているとの判

定を受けた。その際、優れた点として評価されたものに、以下のものがある。 

これとは別に、2008 年度から 2011 年度の自己評価を行い、2012 年３月に自己評価

書を公表している。 

さらに、法学研究科全体としては、2014 年２月に「名古屋大学法学部教育研究アセ

スメント委員会」を実施し、その報告書を公表した。 

 

資料Ⅰ－１－⑤－６： 認証評価において優れていると評価された事項 

［出典：平成 25 年度実施法科大学院認証評価評価報告書から抜粋］ 

 

実務家教員 
実務経験と高度な実務能力を有する専任教員について、全員が 17 年以上
の実務経験を有している。 

サバティカル 
教員の研究の質の向上に資することを目的としてサバティカル制度が導
入されており、専任教員に相当の研究専念期間が与えられている。 

学習環境 
法学図書室に、司書の資格及び法情報調査に関する基本的素養を備えた
職員が配置されている。 
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資料Ⅰ－１－⑤－７： 外部評価、第三者評価の実施状況 

   ［出典：平成 25 年度実施法科大学院認証評価評価報告書、教育研究アセスメント委員会報告書］ 

 

名称 専門職大学院認証評価 

受審年度 2013（平成 25）年度 

評価機関 独立行政法人大学評価・学位授与機構 

内容 

自己評価書の提出 
書面審査（７月） 
訪問調査（10-11 月） 
結果通知（３月） 

結果 大学評価・学位授与機構が定める法科大学院評価基準に適合 

備考 
以下を発行 
「名古屋大学法科大学院自己点検・評価報告書（2008 年４
月～2012 年３月）」 

 

名称 教育研究アセスメント委員会 

開催日 2014 年２月６日（木） 14:00-17:30 

委員会メンバー 

Kent Anderson ［アデレード大学（オーストラリア）Pro 
Vice Chancellor (International)、教授］ 
柴田昌治［日本ガイシ株式会社 相談役］ 
滝澤三郎［東洋英和女学院大学 国際社会学部 教授］ 
長嶺安政［外務省 外務審議官］ 
古都賢一［厚生労働省 大臣官房審議官］ 
宮川光治［宮川・末次法律事務所 弁護士］ 
吉田守孝［トヨタ自動車株式会社 常務役員］ 

研究科出席者 
執行部、各学務委員長、国際プログラム担当者、就職担当教
員、留学生担当講師、情報担当講師、文系事務部長 

内容 

1.研究科長挨拶 
2.法学研究科関係者、教育研究アセスメント委員の紹介 
3.法学研究科の教育・研究の説明 
4.意見交換 
5.見学 
6.懇談 

備考 

実施に先立ち、以下の自己評価書を発行 
○自己点検・評価報告書「名古屋大学大学院法学研究科・法
学部の現況（2008 年４月～2011 年３月）」 
○自己点検・評価報告書「名古屋大学大学院法学研究科・法
学部の現況（2010 年４月～2013 年３月）」 

 

資料Ⅰ－１－⑤－８： 教育研究アセスメント委員会報告書（表紙） 

［出典：教育研究アセスメント委員会報告書 ］ 
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【関係者の意見聴取】  

年度末のクラス懇談会において、在学生と意見交換を行っている。また、修了生が

名古屋大学法科大学院同窓会を組織しており、必要に応じて協議している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－⑤－１： 授業評価アンケート実施要領 p.22 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－⑤－４： クラス懇談会（2014 年度） p.24 

 

 

 

【教育改善の取組】  

教育改善プログラムに応募し、2015 年度は、キャンパス・アセアンプログラムによ

る学生の海外派遣が優れた取り組みとして評価された。 

 

 

資料Ⅰ－１－⑤－９： 教育改善プログラム（加算プログラム）概要図 

             ［出典：教育改善プログラム申請書］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－⑤－10： キャンパス・アセアン SEND プログラム派遣実績  

［出典：キャンパス・アセアン事務局保管資料から抜粋］ 

 

年度 派遣数 内訳 

2010（H22） ――  

2011（H23） ――  
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2012（H24） ２ インドネシア１、カンボジア１ 

2013（H25） ０  

2014（H26） １ ベトナム１ 

2015（H27） ０  

 

 

 

【教育情報の発信】  

本専攻の HP において、講義概要・教員情報・入試関係情報・同窓会活動等につい

ての情報を発信している。また、本専攻の基本情報をまとめた「NAGOYA LAW」を毎年

発行している。 

 

資料Ⅰ－１－⑤－11： 法科大学院ウェブサイト（トップページ） 

         ［出典：名古屋大学法科大学院ウェブサイト http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－⑤－12： 「NAGOYA LAW」（表紙）  

 ［出典：「NAGOYA LAW」2015 年度版］ 
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(水準) 期待される水準にある。 

 

(判断理由)  

「教育実施体制」については、研究者教員と実務家教員との連携を通じて、理論と実務

の架橋を実践できる教育組織が整備され、教員の配置も教育目標に合致しており、実務法

曹の養成という社会に期待される教育目標の達成が可能な体制が整っている。14 名中実務

家教員が４名、女性教員が３名（2015 年度）で、教員の多様性も確保されている。 

書類審査と筆記試験の二段階の試験を行って、多様な学生を確保している。全国的に法

科大学院の入学希望者が減少している中、入学者の質および数を確保するため、2016 年度

入試から入学定員を 50 名とした。 

授業アンケート、教育改善研究集会、および年度末のクラス懇談会を通じて、教員の教

育能力の向上に努めているほか、2013 年度の法科大学院認証評価では、評価基準に適合し

ているとの判定を受け、いくつかの取り組みについては、優れているとの評価を得た。 

したがって、観点Ⅰ－１における分析結果から、法学研究科実務法曹養成専攻が想定す

る関係者から期待される水準にある。 
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観点Ⅰ－２ 教育内容・方法 

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅰ－２－① 体系的な教育課程の編成状況 

【養成する能力等の明示】 

教育の基本方針、教育目標、特徴やカリキュラム等を、ウェブサイト、募集要項、

学生便覧、パンフレット等に明記している。学生便覧には、図式化した教育方針や履

修モデルの例を掲載している。 

 

資料Ⅰ－２－①－１： 名古屋大学法科大学院における教育方針 

             ［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度６頁］ 
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資料Ⅰ－２－①－２： モデル履修案 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 16 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【カリキュラムの体系性】 

教育目的により科目群が設定されており、科目群の分類に従ってナンバリングが行

われている。授業科目群は、「法律基本科目」、「実務基礎科目」、「基礎法学・隣接科目」、

｢展開･先端科目｣に分類され、３年（既修コースは２年）の課程で効率的に学習できる

ようにするため、次の方針に従ってこれらの科目群を各学年に配置している。 

１年次と２年次では、法律基本科目を中心に学習するが、２年次は演習科目が中心
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となる。２年次後期からは実務との架橋を目的とした実務基礎科目を履修する。また、

２年次・３年次には、先端的ないし発展的な問題に対処しうる能力を養成するための

展開・先端科目が配置されている。なお、優れた法曹に必要な幅広い知識・教養を学

習する基礎法学・隣接科目が選択必修科目（４単位）として設置されている。 

 

資料Ⅰ－２－①－３： 各科目群の概要および目的 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度４頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－①－１： 名古屋大学法科大学院における教育方針 p.29 
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資料Ⅰ－２－①－４： 法科大学院授業科目の展開 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度７-８頁］ 
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資料Ⅰ－２－①－５： 授業計画表（2013 年度以降入学者用） 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 18-19 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教養教育と専門教育の関わり】 

基礎法学・隣接科目群を選択必修科目として、豊かな市民性をもった法曹の養成に

取り組んでいている。 

    

［前掲］資料Ⅰ－２－①－５： 授業計画表（2013 年度以降入学者用） p.33 

 

 

 

【実務と連結した教育】 

実務家教員による演習科目のほか、「法曹倫理」、「模擬裁判」、「ロイヤリング」の

授業が実施されている。また、中部地域の法律事務所等と連携し、エクスターンシッ

プが実施されている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－①－５： 授業計画表（2013 年度以降入学者用） p.33 

 

 

 

【学際的教育】  

「先端分野総合研究」や「現代刑事司法論」では、他分野の研究者等を担当教員に

加え、学際的な授業を実施している。 
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資料Ⅰ－２－①－６： 学際的教育の実例［先端分野総合研究・現代刑事司法論 シラバス］  

             ［出典：名古屋大学法科大学院 WEB シラバス］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点Ⅰ－２－③ 国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

【グローバル人材養成】 

国際的な関心を持った法曹養成を教育目標の１つとしているため、講義科目として

「法整備支援論」を開講している他、キャンパス・アセアンプログラムによる海外研

修への参加を正規の履修単位として認めている。 
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資料Ⅰ－２－③－１： 法整備支援論（シラバス） 

 ［出典：名古屋大学法科大学院 WEB シラバス］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－２－③－２： キャンパス・アセアンプログラム履修に関する文書 

             ［出典：Campus ASEAN 日本法 SEND 短期派遣募集要項］ 
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資料Ⅰ－２－③－３： 外国語（英語）による授業一覧  

             ［出典：履修登録関係資料、名古屋大学法科大学院 WEB シラバス］ 

 

科目名 開講学科・専攻 
前後
期別

単
位

受講者数 

2010 2011 2012 2013 2014 2015

比較法Ⅰ 実務法曹養成専攻 前 ２ ０ ０ ０ ０ １ ０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点Ⅰ－２－④ 養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

【教育方法の組み合わせ】  

１年次の法律基本科目においては、基礎的な法知識を修得させる理論教育が中心で

あるため、講義形式を採り、２年次以降には、高度な法知識に加え、分析力、思考力、

問題解決能力、コミュニケーション能力を養成するため、演習形式が採られている。

すべての科目に共通して以下のような工夫をしている。 

 

資料Ⅰ－２－④－１： 教育の工夫 

［出典：名古屋大学法科大学院ウェブサイト http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/ 等］ 

 

少人数授業 
プロセスを重視し、双方向的，多方向的な授業とするため、ほと
んどの科目について 50 名以下という少人数で授業を実施してお
り、適切な規模が維持されている。 

ＩＴによる新しい教育ツ
ールの活用と対話・討論
型授業 

IT 技術を駆使した新しい教育ツールを活用し、学生の予習・復習
を支援しつつ、それらを基礎として、対話や討論を通じた双方向
的、多方向的な授業を行っている。例えば、「お助け君ノート」
システムなど。 

実習形式の授業 
「模擬裁判」（民事・刑事）、「ロイヤリング」、「エクスターンシ
ップ」等で実習形式の授業を行っている。 
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資料Ⅰ－２－④－２： 法科大学院履修登録者数一覧（2010-2015 年度） 

             ［出典：履修登録関係資料］ 

 

１学期       

授業科目名 

2010 年度 2011 年度 2012 年度 

担当者 
履修 

登録数
担当者 

履修 
登録数

担当者 
履修 

登録数

ﾘｰｶﾞﾙﾘｻｰﾁ＆ ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ（未修） 松浦好治 40 ――― ―――  

ﾘｰｶﾞﾙﾘｻｰﾁ＆ ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ（既修） 松浦好治 25 松浦好治 １ ―――  

憲法基礎ⅠA 本 秀紀 18 本  秀紀 44 本  秀紀 40

憲法基礎ⅠB 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

本 秀紀 22 ――― ―――  

行政法基礎Ⅰ ――― 市橋克哉 47 市橋克哉 39

民法基礎ⅠA 中舎寛樹 19 中舍寛樹 44 中舍寛樹 39

礎ⅠB 民法基 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

中舎寛樹 23 ――― ――― 

民法基礎Ⅱ ――― 中舍寛樹 44 中舍寛樹 40

民法基礎ⅢA 
［旧 民法基礎ⅡA］ 

千葉恵美子 18 田髙寛貴 45 千葉恵美子 40

民法基礎ⅢB 
［旧 民法基礎ⅡB］ 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

千葉恵美子 22 ――― ――― 

民法基礎ⅣA 
［旧 民法基礎ⅢA］ 

吉政知広 18 吉政知広 44 吉政知広 39

民法基礎ⅣB 
［旧 民法基礎ⅢB］ 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

吉政知広 22 ――― ――― 

刑法基礎ⅠA 橋田 久 19 橋田 久 48 橋田 久 41

刑法基礎ⅠB 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

橋田 久 25 ――― ――― 

憲法演習 A 愛敬浩二 45 愛敬浩二 34 愛敬浩二 33

憲法演習 B 愛敬浩二 48 愛敬浩二 39 愛敬浩二 41

行政法演習ⅠA 
［旧 行政法演習］ 

紙野健二 49 紙野健二 37 紙野健二 32

行政法演習ⅠB 
［旧 行政法演習］ 

紙野健二 49 紙野健二 39 紙野健二 38

商法演習ⅠA 小林 量 47 小林 量 35 小林 量 34

商法演習ⅠB 小林 量 48 小林 量 39 小林 量 41

民事訴訟法ⅠA 本間靖規 45 本間靖規 34 宇野 聡 33

民事訴訟法ⅠB 本間靖規 48 本間靖規 39 宇野 聡 39

刑法演習ⅠA 橋田 久 48 橋田 久 37 橋田 久 33

刑法演習ⅠB 橋田 久 48 橋田 久 39 橋田 久 41

民法演習ⅠC 田高寛貴 27 千葉恵美子 32 千葉恵美子 16

民法演習ⅠD 千葉恵美子 35 千葉恵美子 20 千葉恵美子 23

民法演習ⅠE 千葉恵美子 31 千葉恵美子 22 千葉恵美子 29

刑事訴訟法ⅡA 
［2010 年度以前入学生対象］ 

小島 淳 36 小島 淳 42 宮木康博 33

刑事訴訟法ⅡB  
［ 2010 年度以前入学生対象］ 

小島 淳 40 小島 淳 45 ――― 

刑事訴訟法ⅠA 
［2011 年度以降入学生対象］ 

――― 小島 淳 40 小島 淳 33

刑事訴訟法ⅠB 
［2011 年度以降入学生対象］ 

――― 小島 淳 小島 淳 37

実定法基礎 A ――― 
本 秀紀 
田髙寛貴 
橋田 久 

16
本  秀紀 
尾島茂樹 
橋田 久 

７

民事実務基礎ⅡA  
［読替なし］ 

成瀬伸子 36 成瀬伸子 42 成瀬伸子 31
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民事実務基礎ⅡB  
［読替なし］ 

成瀬伸子 40 成瀬伸子 45 成瀬伸子 35

刑事実務基礎 A 
小栗健一 
小島 淳 

39
白井玲子 
小島 淳 

42
白井玲子 
小島 淳 

31

刑事実務基礎 B 
小栗健一 
小島 淳 

40
白井玲子 
小島 淳 

45
白井玲子 
小島 淳 

35

ロイヤリング A 竹内裕詞 37
竹内裕詞 
野田裕之 

42
川合伸子 
加藤淳也 

31

ロイヤリング B 竹内裕詞 39
竹内裕詞 
野田裕之 

45
川合伸子 
加藤淳也 

34

エクスターンシップ 
加藤倫子 
中東正文 

65
加藤倫子 
中東正文 

81
成瀬伸子 
中東正文 

59

法哲学 森際康友 １ 森際康友 24 森際康友 ７

情報と法 大屋雄裕 23 大屋雄裕 42 大屋雄裕 56

日本法制史 
［旧 法制史Ⅱ］ 

神保文夫 ０ 神保文夫 ２ ――― 

法制史 
［旧 西洋法制史］ 
［旧 法制史Ⅲ］ 

石井三記 ５
石井三記 
（2011 は後
期） 

19 石井三記 ５

現代世界の政治 
［旧 国際政治学］ 

定形 衛 23
定形 衛 
（2011 は後
期） 

19 定形 衛 37

NPO の理論とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 後  房雄 ９ 後 房雄 ０ ――― 

比較法Ⅰ 
［旧 英米法判例講読］ 

ベネット ２ ベネット ３ ベネット ０

法医学 石井 晃 27 石井 晃 0 ――― 

変容する社会と家族 川 淳一 53 川  淳一 52 川  淳一 63

労働法Ⅰ 和田 肇 76 和田 肇 55 和田 肇 30

消費者法 丸山絵美子 46 丸山絵美子 10 丸山絵美子 27

地方自治法 
豊島明子 
[2010 後期開
講] 

５
豊島明子
[2011 後期開
講] 

５
豊島明子
[2012 前期開
講] 

11

環境法Ⅰ 山田健吾 22 下山憲治 16 下山憲治 10

租税法Ⅰ 高橋祐介 ７ 高橋祐介 ６ 高橋祐介 ９

現代刑事司法論 ――― ――― 
橋田 久 
宮木 康博 

７

先端担保法 田高寛貴 60 田髙寛貴 58 尾島茂樹 53

知的財産法Ⅱ 鈴木將文 16 鈴木將文 15 鈴木將文 12

経済法Ⅱ  
［読替なし］ 

林 秀弥 ５ 林 秀弥 ５ 林 秀弥 ６

銀行取引法 
［旧 金融法］ 

今井克典 ６ 今井克典 ４ 今井克典 １

金融商品取引法 
［旧 証券取引法］ 

中村 聡 28 中村 聡 17 中村 聡 36

企業法務Ⅰ 
［旧 企業法務］ 

波江野弘 
今井克典 

39
波江野弘 
今井克典 

63
波江野弘 
今井克典 

23

ビジネス・プランニング 中東正文 62 中東正文 63 中東正文 38

倒産法Ⅱ 
［旧 民事再生・会社更生
法］ 

酒井 一 18 酒井 一 ９ 酒井 一 16

国際法Ⅰ 
［旧 国際法過程論］ 

小畑 郁 15 小畑 郁 10 小畑 郁 ５

国際私法Ⅱ 
［旧 国際民事訴訟法］ 

横溝 大 １ 横溝 大 ５ 横溝 大 ２

総合問題研究（公法）A 
紙野健二 
愛敬浩二 

26
紙野健二 
愛敬浩二 

24
紙野健二 
愛敬浩二 

16

総合問題研究（公法）B 
紙野健二 
愛敬浩二 

22
紙野健二 
愛敬浩二 

30
紙野健二 
愛敬浩二 

31

総合問題研究(民事法)ⅠA  
［旧 民法総合］ 

中舎寛樹 
加藤倫子 

36
中舍寛樹 
島崎邦彦 

40
中舍寛樹 
島崎邦彦 

27

総合問題研究(民事法)ⅠB  
［旧 民法総合］ 

中舎寛樹 
武部知子 

37
中舍寛樹 
加藤倫子 

43
中舍寛樹 
加藤倫子 

28
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先端分野総合研究 
松浦好治 
外山勝彦 

18 小畑 郁 12
紙野健二 
林 良嗣 

32

法の技術と理論 ――― ――― 松浦好治 ０

テーマ研究Ⅰ 
［読替なし］ 

愛敬浩二 
中舎寛樹 

２ 小林 量 １
和田 肇 
中東正文 

２

 
１学期 

      

授業科目名 

2013 年度 2014 年度 2015 年度  

担当者 
履修 

登録数
担当者 

履修 
登録数

担当者 
履修 

登録数

憲法基礎Ⅰ 本 秀紀 27
本  秀紀 
(2014 年度は
後期) 

30 本  秀紀 25

行政法基礎Ⅰ 市橋克哉 26 下山憲治 31 下山憲治 26

民法基礎Ⅰ 岡本裕樹 29 丸山絵美子 28 丸山絵美子 24

民法基礎Ⅱ 岡本裕樹 27 岡本裕樹 32 岡本裕樹 25

民法基礎Ⅲ 尾島茂樹 30 池田雅則 30 池田雅則 22

民法基礎Ⅳ 吉政知広 26 吉政知広 28 吉政知広 22

刑法基礎Ⅰ 橋田 久 28 橋田 久 32 橋田 久 24

憲法演習 A 愛敬浩二 41 愛敬浩二 29 愛敬浩二 28

憲法演習 B 愛敬浩二 38 愛敬浩二 28 愛敬浩二 25

行政法演習ⅠA 紙野健二 41 紙野健二 29 紙野健二 27

行政法演習ⅠB 紙野健二 39 紙野健二 29 紙野健二 27

商法演習ⅠA 小林 量 41 小林 量 30 小林 量 28

商法演習ⅠB 小林 量 47 小林 量 34 小林 量 28

民事訴訟法ⅠA 石田秀博 42 酒井 一 31 酒井 一 29

民事訴訟法ⅠB 石田秀博 39 酒井 一 32 酒井 一 27

刑法演習ⅠA  
［ 2015 年度は C］ 

橋田 久 41 橋田 久 32 橋田 久 20

刑法演習ⅠB 
［2015 年度は D］ 

橋田 久 40 橋田 久 26 橋田 久 35

民法演習ⅠC 千葉恵美子 20 千葉恵美子 21 千葉恵美子 20

民法演習ⅠD 千葉恵美子 21 千葉恵美子 18 千葉恵美子 33

民法演習ⅠE 
「2015 年度は C、D2 クラス」 

千葉恵美子 36 千葉恵美子 14 ――― 

刑事訴訟法ⅠA 小島 淳 39 小島 淳 29 小島 淳 27

刑事訴訟法ⅠB 小島 淳 40 小島 淳 28 小島 淳 26

実定法基礎 
橋田 久 
本 秀紀 
丸山絵美子 

14
橋田 久 
本 秀紀 
池田 雅則 

３
橋田 久 
本 秀紀 
吉政知広 

11

民事実務基礎ⅡA  川合伸子 29 成瀬 伸子 35 成瀬 伸子 23

民事実務基礎ⅡB 川合伸子 34 成瀬 伸子 33 成瀬伸子 25

刑事実務基礎 A 
白井玲子 
小島 淳 

34
白井玲子 
小島 淳 

35
松熊 健 
小島 淳 

23

刑事実務基礎 B 
白井玲子 
小島 淳 

30
白井玲子 
小島 淳 

33
松熊 健 
小島 淳 

25

ロイヤリング A 成瀬伸子 30 川合伸子 34 川合伸子 23

ロイヤリング B 成瀬伸子 28 川合伸子 32 川合伸子 24

エクスターンシップ 
川合伸子 
中東正文 

61
成瀬 伸子 
藤本 亮 

54
成瀬 伸子 
藤本 亮 

44

法哲学 森際康友 22 森際康友 19 森際康友 17

情報と法 大屋雄裕 40 大屋雄裕 55 大屋雄裕 41

法制史 石井三記 ６ 石井三記 ６ 石井三記 ６

比較法Ⅰ ベネット ０ ベネット ０ ベネット ０

労働法Ⅰ 和田 肇 46 和田 肇 35 和田 肇 36

消費者法 丸山絵美子 45 丸山絵美子 17 丸山絵美子 ９

地方自治法 豊島明子 10 豊島明子 12 豊島明子 15
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環境法Ⅰ 下山憲治 11 下山憲治 ９ 下山憲治 ７

租税法Ⅰ 高橋祐介 11 高橋祐介 ５ 高橋祐介 ２

現代刑事司法論 
宮木康博 
齋藤彰子 

19
宮木康博 
齋藤彰子 

33
宮木康博 
齋藤彰子 

28

先端担保法 池田雅則 33 池田雅則 24 池田雅則 ９

知的財産法Ⅱ 鈴木將文 17 鈴木將文 18 鈴木將文 16

経済法Ⅱ 林 秀弥 ２ 林 秀弥 ６ 林 秀弥 ４

金融商品取引法 中村 聡 33 中村 聡 48 中村 聡 24

企業法務Ⅰ 
波江野弘 
今井克典 

30
山口憲一 
今井克典 

26
山口憲一 
今井克典 

25

ビジネス・プランニング 中東正文 36 中東正文 50 中東正文 37

倒産法Ⅱ 酒井 一 16 渡部美由紀 11 渡部美由紀 10

国際法Ⅰ 小畑 郁 2 小畑 郁 ４4 小畑 郁 ８

国際私法Ⅱ 横溝 大 １ 横溝 大 ６
横溝 大 
（2015 年度
は後期） 

４

総合問題研究（公法）A 
紙野健二 
愛敬浩二 

12
紙野健二 
愛敬浩二 

12
紙野健二 
愛敬浩二 

4

総合問題研究（公法）B 
紙野健二 
愛敬浩二 

８
紙野健二 
愛敬浩二 

13
紙野健二 
愛敬浩二 

14

総合問題研究(民事法)ⅠA  
千葉恵美子 
野田裕之 

22
千葉恵美子 
野田裕之 

28
千葉恵美子
野田裕之 

20

総合問題研究(民事法)ⅠB 
千葉恵美子 
岩井直幸 

24
千葉恵美子 
安田大二郎 

26
千葉恵美子
安田大二郎 

20

先端分野総合研究 
紙野健二 
林 良嗣 

32
紙野健二 
林 良嗣 

48
小林 量 
林 秀弥 

８

テーマ研究Ⅰ 紙野健二 １

愛敬浩二 
尾島茂樹 
中東正文 
吉政知広 
和田 肇 

５ 池田雅則 １

２学期       

授業科目名 

2010 年度 2011 年度 2012 年度 

担当者 
履修 

登録数
担当者 

履修 
登録数

担当者 
履修 

登録数

憲法基礎ⅡA 愛敬浩二 16 愛敬浩二 43 愛敬浩二 44

憲法基礎ⅡB 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

愛敬浩二 22 ――― ――― 

行政法基礎ⅡA 
［旧 行政法基礎 A］ 

紙野健二 19 下山憲治 42 下山憲治 39

行政法基礎ⅡB 
［旧 行政法基礎 B］ 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

紙野健二 22 ――― ――― 

民法基礎ⅤA 
［旧 民法基礎ⅣA］ 

岡本裕樹 19 岡本裕樹 44 岡本裕樹 38

民法基礎ⅤB 
［旧 民法基礎ⅣB］ 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

岡本裕樹 24 ――― ――― 

民法基礎ⅥA 
［旧 民法基礎ⅤA］ 

田高寛貴 16 田髙寛貴 45 尾島茂樹 42

民法基礎ⅥB 
［旧 民法基礎ⅤB］ 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

田高寛貴 21 ――― ――― 

行政法演習ⅡA 市橋克哉 46 紙野健二 34 紙野健二 36

行政法演習ⅡB 市橋克哉 48 紙野健二 38 紙野健二 39

民法演習ⅡC 田高寛貴 28 千葉恵美子 31 千葉恵美子 18

民法演習ⅡD 千葉恵美子 35 千葉恵美子 23 千葉恵美子 25

民法演習ⅡE 千葉恵美子 31 千葉恵美子 22 千葉恵美子 28

商法基礎ⅠA 
［旧 商法基礎 A］ 

今井克典 16 今井克典 42 今井克典 39

商法基礎ⅠB 
［旧 商法基礎 B］ 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

今井克典 21 ――― ――― 
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商法基礎ⅡA ――― 今井克典 42 今井克典 39

商法基礎ⅡB 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

――― ――― ――― 

商法演習ⅡA 小林 量 47 小林 量 34 小林 量 34

商法演習ⅡB 小林 量 48 小林 量 38 小林 量 39

民事訴訟法ⅡA 本間靖規 46 本間靖規 35 宇野 聡 37

民事訴訟法ⅡB 本間靖規 48 本間靖規 38 本間靖規 32

刑法基礎ⅡA 齊藤彰子 18 齊藤彰子 42 齊藤彰子 38

刑法基礎ⅡB 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

齊藤彰子 22 ――― ――― 

刑法演習ⅡA 橋田 久 46 橋田 久 32 橋田 久 34

刑法演習ⅡB 橋田 久 48 橋田 久 41 橋田 久 45

刑事訴訟法ⅠA  
［旧 刑事訴訟法］ 

小島 淳 50 宮木康博 41 ――― 

刑事訴訟法ⅠB  
［旧 刑事訴訟法］ 
［2011 年度より 1 ｸﾗｽ］  

小島 淳 48 ――― ――― 

刑事訴訟法ⅡA 
［2011 年度以降入学生対象］ 

――― 小島 淳 39 小島 淳 33

刑事訴訟法ⅡB 
［2011 年度以降入学生対象］ 

――― ――― 小島 淳 39

民事実務基礎ⅠA  
［旧 民事実務基礎］ 

武部知子 
本間靖規 

46
島崎邦彦 
本間靖規 

34
島崎邦彦 
宇野 聡 

32

民事実務基礎ⅠB 
［旧 民事実務基礎］ 

武部知子 
本間靖規 

49
島崎邦彦 
本間靖規 

38
島崎邦彦 
本間靖規 

36

法曹倫理 A 
森際康友 
加藤倫子 

36
森際康友 
加藤倫子 

37
森際康友 
加藤倫子 

30

法曹倫理 B 
森際康友 
加藤倫子 

40
森際康友 
加藤倫子 

50
森際康友 
加藤倫子 

35

模擬裁判（民事） 竹内裕詞 14
竹内裕詞 
野田裕之 

６
成瀬伸子 
野田裕之 

８

法と心理学 菅原郁夫 27 菅原郁夫 21 菅原郁夫 37

法と経済学 小林秀文 ５ 小林秀文 ５ 小林秀文 12

政治学 小野耕二 １ 小野耕二 ０ ――― 

比較法Ⅱ 
［旧 アジア法概論］ 

鮎京正訓 ４ 鮎京正訓 ７ 宇田川幸則 ３

比較法Ⅲ 
［読替なし］ 

宇田川幸則 ＊＊ 宇田川幸則 2 ――― 

労働法Ⅱ 和田 肇 55 和田 肇 45 和田 肇 25

労働法演習  
［読替なし］ 

和田 肇 32 和田 肇 42 和田 肇 31

社会保障法 中野妙子 14 中野妙子 29 中野妙子 10

地方自治法 豊島明子 ５ 豊島明子 ５   

環境法Ⅱ 籠橋隆明 ５ 下山憲治 ７ 下山憲治 ６

租税法Ⅱ 高橋祐介 ７ 高橋祐介 ５ 高橋祐介 ４

租税法演習 ――― 高橋祐介 ２ 高橋祐介 ４

刑事学 丸山雅夫 38 丸山雅夫 53 丸山雅夫 14

比較公共訴訟論 ――― 愛敬浩二 ０ 愛敬浩二 ４

知的財産法Ⅰ 鈴木將文 24 鈴木將文 18 鈴木將文 25

知的財産法演習 
［旧 知的財産法Ⅲ］ 

鈴木將文 16 鈴木將文 14 鈴木將文 ８

経済法Ⅰ 
［旧 経済法］ 

林 秀弥 ７
林 秀弥 
（2011 は前
期）

２ 林 秀弥 ６

保険法 山野嘉朗 11 山野嘉朗 ０ 山野嘉朗 ２

企業法務Ⅱ  
［旧 法文書作成Ⅱ］ 

波江野弘 22 波江野弘 27 波江野弘 18

国際企業法務 中東正文 ０ 中東正文 ０ 中東正文 ０

民事執行・保全法 
［旧 民事執行法］ 

酒井 一 48 酒井 一 30 渡部美由紀 26
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倒産法Ⅰ 
［旧 破産法］ 

酒井 一 15 酒井 一 21 酒井 一 23

国際法Ⅱ 
［旧 国際人権法適用論］ 

小畑 郁 ６ 小畑 郁 ３ 小畑 郁 ４

国際私法Ⅰ 
［旧 国際私法］ 

横溝 大 ７ 横溝 大 ８ 横溝 大 ６

法整備支援論 鮎京正訓 26 鮎京正訓 26 鮎京正訓 13

外国人と法 ――― ――― 小畑 郁 １

総合問題研究(民事法)ⅡA  
［旧 総合問題研究(民事
法)］ 

中舎寛樹、酒
井一、加藤倫
子、小林量 

32
中舍寛樹、酒
井一、加藤倫
子、小林量 

11
中舍寛樹、酒
井一、川合伸
子、小林量 

11

総合問題研究(民事法)ⅡB  
［旧 総合問題研究(民事
法)］ 

小林量、酒井
一、鋤柄司、
中舎寛樹 

27
小林量、酒井
一、鋤柄司、
中舍寛樹 

23
小林量、酒井
一、鋤柄司、
尾島茂樹 

21

総合問題研究（刑事法）A 
小栗健一 
橋田 久 

27
白井玲子 
橋田 久 

32
白井玲子 
齊藤彰子 

25

総合問題研究（刑事法）B 
小栗健一 
橋田 久 

29
白井玲子 
橋田 久 

44
白井玲子 
齊藤彰子 

29

テーマ研究Ⅱ  
［読替なし］ 

愛敬浩二 
中舎寛樹 

２ 小林 量 １
和田 肇 
中東正文 

２

 

２学期       

授業科目名 

2013 年度 2014 年度 2015 年度 

担当者 
履修 

登録数
担当者 

履修 
登録数

担当者 
履修 

登録数

憲法基礎Ⅱ 愛敬浩二 27
愛敬浩二 
(2014 年度は
前期) 

30 愛敬浩二 21

行政法基礎Ⅱ 下山憲治 27 稲葉一将 30 稲葉一将 24

民法基礎Ⅴ 丸山絵美子 26 尾島茂樹 33 尾島茂樹 22

民法基礎Ⅵ 尾島茂樹 26 池田雅則 29 池田雅則 23

行政法演習ⅡA 紙野健二 43 紙野健二 25 紙野健二 25

行政法演習ⅡB 紙野健二 40 紙野健二 32 紙野健二 30

民法演習ⅡC 千葉恵美子 21 千葉恵美子 18 尾島茂樹 33

民法演習ⅡD 千葉恵美子 22 千葉恵美子 21 尾島茂樹 18

民法演習ⅡE 
［2015 年度は C、D2 クラス］ 

千葉恵美子 37 千葉恵美子 14 ――― 

商法基礎Ⅰ 今井克典 27 今井克典 31 今井克典 22

商法基礎Ⅱ 今井克典 26 今井克典 27 今井克典 22

商法演習ⅡA 小林 量 43 小林 量 28 小林 量 21

商法演習ⅡB 小林 量 42 小林 量 30 小林 量 35

民事訴訟法ⅡA 
石田秀博 
酒井 一 

42 酒井 一 25 酒井 一 26

民事訴訟法ⅡB 
石田秀博 
酒井 一 

40 酒井 一 27 酒井 一 26

刑法基礎Ⅱ 齊藤彰子 26 齊藤彰子 32 齊藤彰子 25

刑法演習ⅡA 橋田 久 38 橋田 久 26 橋田 久 29

刑法演習ⅡB 橋田 久 39 橋田 久 31 橋田 久 29

刑事訴訟法ⅡA 小島 淳 42 小島 淳 25 小島 淳 26

刑事訴訟法ⅡB 小島 淳 41 小島 淳 28 小島 淳 27

民事実務基礎ⅠA  
島崎邦彦 
渡部美由紀 

37
安田大二郎 
酒井 一 

22
安田大二郎 
酒井 一 

24

民事実務基礎ⅠB 
 

島崎邦彦 
渡部美由紀 

37
安田大二郎 
酒井 一 

25
安田大二郎 
酒井 一 

24

法曹倫理 A 
森際康友 
成瀬伸子 

28
森際康友 
成瀬伸子 

37
森際康友 
成瀬伸子 

23

法曹倫理 B 
森際康友 
成瀬伸子 

34
森際康友 
成瀬伸子 

31
森際康友 
成瀬伸子 

25
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模擬裁判（民事） 成瀬伸子 12 成瀬伸子 15
成瀬伸子 
藤本 亮 

７

法と心理学 菅原郁夫 41
菅原郁夫
(2014 年度は
前期)

42
菅原郁夫
(2015 年度は
前期)

28

法と経済学 小林秀文 16 小林秀文 11 小林秀文 ７

現代世界の政治 後 房雄 ３ 後 房雄 14 増田知子 ３

比較法Ⅱ 島田 弦 ５ 島田 弦 ３ 島田 弦 ２

変容する社会と家族 川 淳一 44 川  淳一 58 川  淳一 46

労働法Ⅱ 和田 肇 38 和田 肇 22 和田 肇 28

労働法演習  和田 肇 22 和田 肇 26 和田 肇 12

社会保障法 中野妙子 13 中野妙子 16 中野妙子 10

環境法Ⅱ 下山憲治 17 下山憲治 ９ 下山憲治 ２

環境法演習 下山憲治 ２ 下山憲治 ２ 下山憲治 ２

租税法Ⅱ 高橋祐介 ３ 高橋祐介 ４ 高橋祐介 ２

租税法演習 高橋祐介 ２ 高橋祐介 ３ 高橋祐介 ４

刑事学 丸山雅夫 20 丸山雅夫 22 丸山雅夫 21

比較公共訴訟論 愛敬浩二 ５
愛敬浩二 
(2014 年度は
前期) 

９ 愛敬浩二 ８

知的財産法Ⅰ 鈴木將文 27 鈴木將文 14 鈴木將文 ３

知的財産法演習 鈴木將文 17 鈴木將文 14 鈴木將文 15

経済法Ⅰ 林 秀弥 ９ 林 秀弥 ６ 林 秀弥 ８

企業法務Ⅱ 波江野弘 33 波江野弘 17 山口憲一 15

民事執行・保全法 酒井 一 35 渡部美由紀 34 柳沢雄二 24

倒産法Ⅰ 酒井 一 17 渡部美由紀 13 渡部美由紀 17

国際法Ⅱ 小畑 郁 ０ 小畑 郁 ６ 小畑 郁 ４

国際私法Ⅰ 横溝 大 ５ 横溝 大 ５ 横溝 大 ６

法整備支援論 鮎京正訓 13 鮎京正訓 14 鮎京正訓他 10

外国人と法 小畑 郁 ２
小畑 郁 
(2014 年度よ
り前期) 

４
小畑 郁 
 （前期） 

10

総合問題研究(民事法)ⅡA  

尾島茂樹 
酒井 一 
川合伸子 
小林 量 

６

尾島茂樹 
酒井 一 
川合伸子 
小林 量 

13

小林 量 
尾島茂樹 
渡部美由紀 
川合伸子 
鋤柄 司 

14

総合問題研究(民事法)ⅡB  
［ 2015 年度は 1 クラス］ 

小林 量 
酒井 一 
鋤柄 司 
尾島茂樹 

14

小林 量 
酒井 一 
鋤柄 司 
尾島茂樹 

４ ――― 

総合問題研究（刑事法）A 
白井玲子 
橋田 久 

23
白井玲子 
橋田 久 

31
松熊 健 
橋田 久 
小島 淳 

20

総合問題研究（刑事法）B 
白井玲子 
橋田 久 

28
白井玲子 
橋田 久 

30
松熊 健 
橋田 久 
小島 淳 

20

法の技術と理論 鈴木將文 ４ 鈴木將文 ０  

テーマ研究Ⅱ  紙野健二 １

愛敬浩二 
尾島茂樹 
中東正文 
吉政知広 
和田 肇 

５ 池田雅則 １
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資料Ⅰ－２－④－３： 新しい教育ツールの利用と双方向・多方向の授業 

          ［出典：名古屋大学法科大学院ウェブサイト http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－２－④－４： エクスターンシップの概要 

［出典：名古屋大学法科大学院ウェブサイト http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/、 

名古屋大学法科大学院 WEB シラバス］ 
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資料Ⅰ－２－④－５： 実習形式の授業の講義概要例［模擬裁判（民事）］ 

［出典：名古屋大学法科大学院 WEB シラバス］ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実習や現場教育】  

「エクスターンシップ」を正規科目として設置し、中部地域の法律事務所等と連携

し、実施している。また、前述の通り、実習形式の講義が提供されている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－４： エクスターンシップの概要 p.44 
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【論文等指導の工夫】 

「テーマ研究Ⅰ・Ⅱ」を開講して、専門的研究および論文執筆の指導を行っている。

また、総合法政専攻の授業科目の履修を認め、単位を認定している。 

 

資料Ⅰ－２－④－６： テーマ研究Ⅰ・Ⅱについて  

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 17 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－①－４： 法科大学院授業科目の展開 p.32 

 

 

 

【大学院生のキャリア開発】 

本専攻は、実務法曹の養成を主たる目的としているが、研究者を目指す学生に対し

て「テーマ研究Ⅰ・Ⅱ」を開講し、研究指導を実施している。また、TA の制度を活用

して教育指導能力の向上に取り組んでいる。 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－①－５： 授業計画表（2013 年度以降入学者用） p.33 

 

資料Ⅰ－２－④－７： TA・ＲＡ採用数および採用時間数（2010-2015 年度）  

             ［出典：教授会資料から作成］ 

 

年度 

TA (延べ人数） RA 

M D LS D 
うち 

卓越分

2010 

担当人数 （a） 22 43 １ ４ 

担当総時間数 （b） 963 1925 60 1,416 

在籍者数 （c） 95 61 214 61 
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1 人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

43.8 44.8 60.0 354.0  

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

23.16% 70.49% 0.47% 6.56% 

2011 

担当人数 （a） 26 39 ２ ２ 

担当総時間数 （b） 1153 2311 65 436 

在籍者数 （c） 85 64 217 64 

1 人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

44.3 59.3 32.5 218.0  

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

30.59% 60.94% 0.92% 3.13% 

2012 

担当人数 （a） 20 40 １ ９ ６

担当総時間数 （b） 884 2955 50 561 131

在籍者数 （c） 82 63 189 63 

1 人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

44.2 73.9 50.0 62.3  

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

24.39% 63.49% 0.53% 14.29% 

2013 

人数 （a） 42 31 ０ ５ ５

担当時間数 （b） 1625 1853 ０ 1,428 1,428

在籍者数 （c） 87 53 183 53 

1 人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

38.7 59.8 －－－ 285.6  

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

48.28% 58.49% 0.00% 9.43% 

2014 

担当人数 （a） 43 33 １ ３ 

担当総時間数 （b） 1639 1620 26 418 

在籍者数 （c） 99 41 174 41 

1 人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

38.1 49.1 26.0 139.3  

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

43.43% 80.49% 0.57% 7.32% 

2015 

担当人数 （a） 32 36 ０ ４ 

担当総時間数 （b） 1634 1543 ０ 414 

在籍者数 （c） 89 50 139 50 

1 人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

51.1 42.9 －－－ 103.5  

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

35.96% 72.00% 0.00% 8.00% 

 
               ※2012-2013 年度：「卓越」プロジェクト 

               2013 年度：「研究アシスタント」 

 

 

 

 

【学習支援方法】  

学習・生活に対するきめ細かい支援のため、担任制を採用している。また、若手弁
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護士をチューターとして採用し、学生のニーズに合わせた補助的授業や学習相談を実

施している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－④－７： 弁護士チューター一覧 （2010-2015 年度） p.21 

 

 

 

観点Ⅰ－２－⑤ 学生の主体的な学習を促すための取組 

【アクティブラーニング】 

多くの科目において、いわゆるソクラテス・メソッドを採用し、双方向・多方向の

授業を行っている。また、「模擬裁判」、「ロイヤリング」、「エクスターンシップ」では、

法実務を体験する機会を提供している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－３： 新しい教育ツールの利用と双方向・多方向の授業 p.44 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－４： エクスターンシップの概要 p.44 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－５： 実習形式の授業の講義概要例［模擬裁判（民事）］ p.45 

 

 

 

【単位の実質化】 

シラバス上で成績評価方法を明示し、授業中の発言・応答、小テスト、レポートお

よび定期試験等の多様な方法で成績評価を行っている。十分な予習と復習がなされる

ことを前提とした授業を実施しており、NLS シラバスシステムおいて、事前・事後に

提出する課題の指示などを行っている。学生の十分な学習時間を確保するため、必修

科目が集中する曜日がないようにするなど、時間割の策定に注意している。また、学

生からの質問に対応するため、全教員がオフィスアワーを設定している。 

履修登録制限（CAP 制）を設けて、単位の実質化を図っている。また、各学年の終

了時において法律基本科目（必修）の GPA が 1.5 に満たない学生は進級を認めず、留

年扱いとしている。  
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資料Ⅰ－２－⑤－１： 授業時間割（2015 年度） 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 22-23 頁］ 
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資料Ⅰ－２－⑤－２： 教員オフィスアワー一覧（50 音順） 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 83 頁］ 
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資料Ⅰ－２－⑤－３： 履修の条件 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 11-12 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



名古屋大学法学研究科実務法曹養成専攻 分析項目Ⅰ 

－7-52－ 

 

【教室外学修プログラム等の提供】 

法実務に関するものとして「エクスターンシッップ」、海外研修に関するものとし

て「キャンパス・アセアン（SEND）」を開講している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－４： エクスターンシップの概要 p.44 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－③－２： キャンパス・アセアンプログラム履修に関する文書 p.35 

 

 

 

【学習意欲向上方策】 

本専攻在学生と修了生からなる編集委員会によって編集され、在学生、修了生が寄

稿できる「名古屋ロー・レビュー」を発行し、論文公刊の機会を提供している。 

名古屋大学全体として、総長顕彰の制度があり、優れた学生の学習意欲を促進して

いる。 

 

資料Ⅰ－２－⑤－４： 名古屋ロー・レビュー 

［出典：名古屋ロー・レビューウェブサイト 

http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/review/about/index.html］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学習環境の整備】 

24 時間利用可能な自習室を整備しており、一人につき机ひとつが割り当てられてい

る。また、法律相談室を設置し、学生間での共同学習を行えるよう配慮している。自

習室には、法科大学院での勉学に寄与する基本的文献（基本書・判例集）が整備され、

室外にコピー機が配置されている。グループ学習の場として、授業で使用していない

時間帯の教室、演習室を提供している。 
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資料Ⅰ－２－⑤－５： 施設配置図（2015 年度） 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 74、76 頁］ 

 

法学研究科研究室等配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 文系総合館 4 階演習室等配置図 
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(水準) 期待される水準にある。 

 

(判断理由)    

「教育内容・方法」については、教育目的を達成するのに必要な教育課程が教育方針に

則って第１ステージから第４ステージの各段階に応じて体系的に編成されているとともに、

教育目的にかなった法曹像に相応した履修モデルが設定されている。 

キャンパス・アセアンプログラムと連携し、グローバルに活躍できる法曹を養成してい

る。 

人材養成のための効果的な教育方法の工夫として、少人数授業、IT 技術の活用と対話・

討論型授業および実習形式の授業を組み合わせており、学生が主体的に学習する機会にも

なっている。また、GPA 制度を運用して、単位の実質化に取り組んでいる。 

したがって、観点Ⅰ－２における分析結果から、法学研究科実務法曹養成専攻が想定す

る関係者から期待される水準にある。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点Ⅱ－１ 学業の成果  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅱ－１－① 履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

【成果評価方法】 

シラバスに示された成績評価の基準と方法に従い、授業中の発言・応答、小テスト、

レポートおよび定期試験等の多様な方法で成績評価を行っている。合格者中の成績分

布についても一定の目安を設けて運用している。 

各学年の終了時において法律基本科目（必修）の GPA が 1.5 に満たない学生は進級

を認めず、留年扱いとしている。進級要件を満たさず留年をした者に対しては、指導

教員が事情を聴取し、履修について必要な指導を行う。 

 

資料Ⅱ－１－①－１： 授業科目の成績評価と合格・不合格 

［出典：法科大学院学生便覧 2015 年度 27-28 頁］ 
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Ⅱ－１－①－２： 法科大学院成績分布（2015 年度） 

      ［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書（2015 年度版）18-19 頁］ 
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【学習プロセスにおける評価】 

本専攻では、プロセスを重視した教育を実施しており、小テスト、レポートの添削・

講評等を通じて、学生が学習を振り返る機会を提供している。また、定期試験に関し

て、各教員が講評をシラバス上に掲示することが義務付けられている。 

 

資料Ⅱ－１－①－３： 定期試験などの講評に関する文書 

［出典：学務委員会作成資料］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位取得・成績・学位授与状況】  

学位取得者数、学位授与率は、資料の通りである。 

 

資料Ⅱ－１－①－４： 専門職大学院課程における学位取得者数／入学者数および取得率（学位授与率） 

             ［出典：文系教務課保管資料より］ 

 

＜未修コース（標準修業年限：３年）＞ 

修了年度 入学年度 入学者数 
標準修業年限内での修了 

人数（人） 学位授与率（％） 

2010 2008 64 54 84.38 

2011 2009 69 55 79.71 

2012 2010 39 28 71.79 

2013 2011 44 26 59.09 

2014 2012 38 31 81.58 

2015 2013 25 12 48.00 
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＜既修コース（標準修業年限：２年）＞ 

修了年度 入学年度 入学者数 
標準修業年限内での修了 

人数（人） 学位授与率（％） 

2010 2009 22 22 100.00 

2011 2010 26 23 88.46 

2012 2011 40 35 87.50 

2013 2012 30 26 86.67 

2014 2013 38 29 76.32 

2015 2014 34 24 70.59 

 

 

 

【特色ある取り組みによる学習効果】 

法律基本科目（演習科目を除く）について、毎回の授業を画像収録し、学生が授業

後にその画像を視聴できる学習支援システム「お助け君ノート」が整備されており、

事後の学習の効果を上げている。    
 

資料Ⅱ－１－①－５： 教員への「お助け君ノート」収録依頼  

 ［出典：教授会資料］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－３： 新しい教育ツールの利用と双方向・多方向の授業 p.44 

 

 

 

【得られた学習成果の事例】 

司法試験の合格状況は以下の通りである。設置当初から全国平均を上回っており、

一定の目標を達成している。 
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資料Ⅱ－１－①－６： 新司法試験の年度別合格者数と合格率（合格者数／受験者数） 

[出典：法務省司法試験結果より作成] 

 

年度 受験者数 合格者数 合格率 
合格率 

（全国平均） 
合格率での 
全国順位 

2010 139 49 35.25 25.41 10 

2011 136 43 31.62 23.54 11 

2012 135 44 32.59 25.06 12 

2013 120 40 33.33 26.77 12 

2014 133 30 22.56 22.58 16 

2015 148 37 25.00 23.08 13 

 

 

 

 

観点Ⅱ－１－② 資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の 

状況から判断される学習成果の状況 

【資格取得】  

本専攻の修了者のうち、司法試験に合格した者の割合は次の通りである。 

  

資料Ⅱ－１－②－１： 専門職の資格試験受験状況（試験の種類、年別人数等）  

              ［出典：認証評価用資料］ 

＜司法試験＞ 

年度 卒業･修了者数 受験者数 合格者数 
卒業･修了者に 
対する合格率 

（％） 

2010 78 63 22 28.2 

2011 84 67 28 33.3 

2012 67 57 24 35.8 

2013 59 55 13 22.0 

2014 78 68 21 29.5 

2015 ―― ―― ―― ―― 

      ※司法試験は修了後の 5 月に実施されるため、2015 年度修了生の結果は未確定 

 

 

［前掲］資料Ⅱ－１－①－６：新司法試験の年度別合格者数と合格率（合格者数／受験者数） p.59 

 

 

 

【学生の研究実績】 

本専攻の在学中および修了後に名古屋ロー・レビューに論文を掲載した者は９名で

ある。 
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資料Ⅱ－１－②－２： 名古屋ロー・レビュー執筆要領  

 ［出典：名古屋ロー・レビューウェブサイト 

http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/review/about/index.html］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅱ－１－②－３： 大学院学生の研究業績（学会発表数、論文発表数、受賞数） 名古屋ロー・レ

ビュー論文掲載状況        

               ［出典：名古屋ロー・レビューウェブサイト 

http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/review/about/index.html］ 

 

号 人数 執筆者 

創刊号 ５ 馬場 陽 （修了：2006 年度） 

  合田章子 （修了：2005 年度） 

  飯田未央 （修了：2006 年度 

  舟橋智久 （修了：2006 年度） 

  久保田祐佳 （修了：2007 年度） 

第２号 １ 玉垣正一郎 （修了：2009 年度） 

第３号 ２ 竹内友紀子 （修了：2010 年度） 

  上松健太郎 （修了：2006 年度） 

第４号 １ 鈴木哲郎 （修了：2008 年度） 

 

 

 

 

観点Ⅱ－１－③ 学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果 

とその分析結果 

【学生アンケートの内容】 

学期毎に各科目について学生による授業評価アンケートを実施している。マークシ

ートによるアンケートのほか、自由記載によるアンケート（提出は任意）も実施して

いる。回収率および集計結果は下記の通りである。 
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資料Ⅱ－１－③－２： 授業評価アンケート項目（マークシート） 

［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書（2015 年度版）119-120 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－⑤－１： 授業アンケートの実施状況（実施科目数・回答数・回答率） p.22 

 

     

資料Ⅱ－１－③－３： 授業評価アンケート集計結果 (2010－2015 年度)  

［出典：名古屋大学法科大学院における教育の現況・改善報告書（2010-2015 年度）から抜粋］ 

 

＜説明のわかりやすさ＞ 

 
問 5 あなたにとって、教員の説明はわかりやすく、まとまったものでした
か。 

  
①わかりやすく、
まとまっていた。 

② ど ち ら か と い
え ば わ か り や す
く、まとまってい
た。 

③ ど ち ら か と い
え ば わ か り に く
く、まとまってい
なかった。 

④ ま っ た く わ か
りにくく、まとま
っていなかった。 

2010 年度 39% 42% 15% ４% 

2011 年度 45% 40% 12% ３% 

2012 年度 47% 39% 11% ３% 

2013 年度 56% 32% ９% ３% 

2014 年度 56% 33% ９% ２% 

     

     

＜授業内容の理解＞ 
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 問 2 あなたは、この授業の内容を理解できましたか。 

  
① よ く 理 解 で き
た。 

② ど ち ら か と い
えば理解できた。

③ ど ち ら か と い
え ば 理 解 で き な
かった。 

④ ま っ た く 理 解
できなかった。 

2010 年度 26% 55% 17% ２% 

2011 年度 31% 53% 14% ２% 

2012 年度 33% 53% 12% ２% 

2013 年度 40% 48% 11% １% 

2014 年度 39% 48% 11% ２% 

     

     

＜理解の深化・能力の高度化＞ 

 
問 10 あなたは、この授業で自己の理解を深め、能力を高めることができた
と思いますか。 

  ①できた。 
② ど ち ら か と い
えばできた。 

③ ど ち ら か と い
え ば で き な か っ
た。 

④ ま っ た く で き
なかった。 

2010 年度 35% 47% 14% ４% 

2011 年度 39% 49% 10% ２% 

2012 年度 42% 46% ９% ３% 

2013 年度 48% 41% ９% ２% 

2014 年度 49% 40% ９% ２% 

 

        ※2015 年度アンケートの集計結果は、2016 年度教育改善集会において報告予定 

 

 

 

 

 

(水準) 期待される水準にある。 

 

 (判断理由)    

「学業の成果」については、標準修了年限における学位授与率は年度ごとに変動がある

ものの、厳格な成績評価を求められる専門職大学院としては、肯定的評価ができる状況に

ある。 

司法試験の合格率は、設置当初から全国平均を上回っており、一定の目標を達成してい

る。 

また、授業評価アンケートの集計結果から見て、学生は本専攻の教育を高く評価してい

ると言える。 

したがって、観点Ⅱ－２における分析結果から、法学研究科実務法曹養成専攻が想定す

る関係者から期待される水準にある。 
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観点Ⅱ－２ 進路・就職の状況  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅱ－２－① 進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の 

状況 

【キャリア支援の取組】 

修了者のためのキャリア支援を目的として、キャリア支援委員会が設置されており、

法曹志望者に対するキャリア支援講座を開講している。別の進路を希望する修了生に

対しては、企業説明会・就職説明会等を開催している。法科大学院同窓会等との協力

を通じて、法曹志望者に対するキャリア支援を行っている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－９： キャリア支援講座等開催一覧（2010-2015 年度） p.８ 

 

資料Ⅱ－２－①－１： 企業説明会、就職説明会等開催一覧（2010-2015 年度） 

             ［出典：文系教務課保管資料から作成］ 

 

年度 説明会の種類 

2014 公務員業務説明会（名古屋市、愛知県） 

2015 公務員業務説明会（名古屋市、愛知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就職・進学率】 

   修了生の就職状況は以下の通りである。  
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資料Ⅱ－２－①－２： 専門職大学院課程修了者の進路状況  

 ［出典：名古屋大学法科大学院ウェブサイト http://www.law.nagoya-u.ac.jp/ls/ ］ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就職先の特徴】 

修了者は、ほぼ司法試験を受験し、合格者のほとんどは実務法曹となるが、民間企

業や公務員となる者もいる。修了者の中には、民間企業等に就職する者もいる。 

 

［前掲］資料Ⅱ－２－①－２： 専門職大学院課程修了者の進路状況 p.64 

 

 

 

【得られた学習成果の事例】 

本専攻は実務法曹の養成を目的としており、修了者の大多数は、司法試験を受験す

る。各年度の新司法試験合格者の数は、次の通りである。累積合格率は、ほぼ 50%を

維持しており、必ずしも満足できる数字ではないが、全国の中では比較的高い水準に

ある。 

また、全国的に法科大学院修了生の就職が困難な状況下にあって、本専攻を修了し

た法曹資格取得者は概ね順調に就職できており、本専攻修了生に対する先輩弁護士ら

の高い評価を背景としたものであるといってよいであろう。 

ただし、大部分の修了生は順調に就職しているとはいえ、全国的な就職の厳しさに
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鑑み、今後とも、修了生のキャリア形成支援の事業（司法試験受験後の実践的テーマ

についての教育等）や、弁護士会等との就職問題に係る協力などの努力を払う必要が

ある。 

 

資料Ⅱ－２－①－３： 新司法試験合格実績（修了年次別、未修・既修別）  

             ［出典：文系教務課保管資料から作成］ 

 

修了年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

未修 － 25 35 32 32 24 24 12 ８ ７ 

既修 23 16 15 15 16 13 21 24 17 14 

合計 23 41 50 47 48 37 45 36 25 21 

    ※５年間に３回受験できる制度であるため、2011 年度以降の合格者数は、暫定的なものであ

る。また、修了後２年以内の合格者数（2013 年度以降）は、今後増加するものと思われる。 

 

 

資料Ⅱ－２－①－４： 新司法試験合格実績（修了年次別、累積合格率） 

             ［出典：文系教務課保管資料から作成］ 

 

修了年度 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

修了者数 29 65 79 81 83 78 84 67 59 72 

累積合格率 79% 63% 63% 58% 58% 47% 54% 54% 42% 29% 

    ※５年間に３回受験できる制度であるため、2011 年度以降の合格者数は、暫定的なものであ

る。また、修了後２年以内の合格者数（2013 年度以降）は、今後増加するものと思われる。 

 

 

 

［前掲］資料Ⅱ－１－①－６： 新司法試験の年度別合格者数と合格率（合格者数／受験者数） p.59 

 

［前掲］資料Ⅱ－２－①－２： 専門職大学院課程修了者の進路状況 p.64 

 

 

 

 

 

 

(水準) 期待される水準にある。 

 

 (判断理由)    

「進路・就職の状況」については、各年度の新司法試験合格者の累積合格率は、ほぼ 50%

を維持しており、依然として高い水準にある。全国的に法科大学院修了生の就職が困難な

状況下にあって、本専攻を修了した法曹資格取得者は概ね順調に就職できている。 

したがって、観点Ⅱ－２における分析結果から、法学研究科実務法曹養成専攻が想定す

る関係者から期待される水準にある。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況    

【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

第１期中期目標終了時点で、観点Ⅰ－１と観点Ⅰ－２は、期待される水準であった。 

第２期では、観点Ⅰ－１については、第１期の６年間で確立した教育組織・教育方

法の検証を重ねつつ、維持・発展させるための取組みを行ってきた。また、FD 活動や

授業評価アンケート・教育改善研究集会等を継続的に実施して、教育方法の改善に努

めた。なお、法曹養成という社会からの期待に応えるためには、基本的な教育組織、

教育方法は大きく変更することなく、着実に継続することに意義があるので、学内・

他大学・外部組織との連携を強化しつつ、第１期で達成した水準の向上に努めてきた。 

観点Ⅰ－２については、第１期と同様、教育目的を達成するのに必要な教育課程の

体系的編成と、教育目的にかなった法曹像に相応した履修モデルの設定という観点か

らカリキュラムの点検を行う一方、少人数教育、討論・対話型授業、実習形式の授業、

IT の活用等の工夫を継続した。なお、観点Ⅰ－２－③について、キャンパス・アセア

ンプログラムと連携し、グローバルに活躍できる法曹の養成に着手したことは、今期

の特徴的な取組みの例である。 

その結果、この分析項目において、「期待される水準を上回る」と判定した観点は

ないが、第１期終了時の高い質を維持している。 

したがって、こうした取組成果により、第１期と比べて質が向上した。 

 

 

 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況    

【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

第１期中期目標終了時点で、観点Ⅱ－１と観点Ⅱ－２は、期待される水準であった。 

第２期では、プロセスを重視する教育に鑑み、厳格な成績評価と GPA による進級制

度が取られ、その結果、学生は高い学力や資質を身に付けており、このことは新司法

試験の合格率にも表われている。授業評価アンケートの集計結果から見て、第１期と

同様、学生は本専攻の教育を高く評価している。 

その結果、この分析項目において、「期待される水準を上回る」と判定した観点は

ないが、第１期終了時の高い質を維持している。 

したがって、こうした取組成果により、第１期と比べて質が向上した。 

 




